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令 和 ５ 年 第 ４ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

開会の日時、場所 

 　年月日　　令和６年１月11日 (木曜日) 

 　開　会　　午前10時６分

 　散　会　　午後２時30分

 　場　所　　第１委員会室

本日の委員会に付した事件 

 　１  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県一般会計決算

       第４回議会 の認定について（商工労働部及

        認定第１号 び労働委員会事務局所管分）

 　２  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県小規模企業者

 　    第４回議会 等設備導入資金特別会計決算の

  　    認定第３号 認定について

 　３  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県中小企業振興

 　    第４回議会 資金特別会計決算の認定につい

  　    認定第４号 て

 　４  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県中城湾港（新

 　    第４回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

  　    認定第11号 別会計決算の認定について 

 　５  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県国際物流拠点

 　    第４回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

  　    認定第13号 決算の認定について

 　６  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県産業振興基金

 　    第４回議会 特別会計決算の認定について

　    認定第14号

出席委員 

 　委 員 長　大　浜　一　郎

 　副委員長　大　城　憲　幸

 　委　　員　新　垣　　　新　　西　銘　啓史郎

 島　袋　　　大　　中　川　京　貴

 上　里　善　清　　次呂久　成　崇

 　　　　　　仲　村　未　央　　玉　城　武　光

 　　　　　　金　城　　　勉　

欠席委員 

　委　　員　山　内　末　子 

　　　　　※決算議案の審査等に関する基本的事項

４（６）に基づき、監査委員である山

内末子委員は調査に加わらない。  

説明した者の職・氏名 

 　商 工 労 働 部 長　　松　永　　　享

 　　産 業 政 策 課 長　　金　城　睦　也

 　　ア ジ ア 経 済 戦 略 課 長　　島　袋　秀　樹

マ ー ケ テ ィ ン グ　　
外　間　一　樹

 

戦 略 推 進 課 長　   

 　　も の づ く り 振 興 課 長　　座喜味　　　肇

 　　中 小 企 業 支 援 課 長　　小　渡　　　悟
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  参 事 監 兼 事 務 局 長 
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○大浜一郎委員長　ただいまから経済労働委員会を

 開会いたします。

　本日の説明員として商工労働部長及び労働委員会

 事務局長の出席を求めております。

　「本委員会の所管事務に係る決算事項の調査につ

いて」に係る令和５年第４回議会認定第１号、同認

定第３号、同認定第４号、同認定第11号、同認定第13号

及び同認定第14号の決算６件の調査を一括して議題

 といたします。

　まず初めに、労働委員会事務局長から、労働委員

 会事務局関係決算事項の概要説明を求めます。

 　下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長　おは

 ようございます。

　それでは、労働委員会事務局所管の令和４年度一

般会計歳入歳出決算の概要について、説明いたしま

 す。

　タブレットの令和４年度歳入歳出決算説明資料の

 １ページを御覧ください。

 　歳入決算状況について説明します。

　決算額は（款）諸収入の収入済額（Ｃ）欄のとお

 り4597円です。

　会計年度任用職員１名分の雇用保険料本人負担と

 なります。

 
                                                                                          

経済労働委員会記録（第１号） 
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　次に、説明資料の２ページの歳出決算状況につい

 て説明します。

　予算現額１億3477万円に対し、支出済額は１億

 2242万625円で、執行率は90.8％となります。

　主な支出は、委員の報酬や費用弁償等の委員会の

運営費、事務局職員の給与、旅費、消耗品等の需用

 費など事務局運営に要する経費です。

　不用額は1234万9375円で、主なものは、職員手当

などの人件費及びコロナ禍の影響による旅費の執行

 残となっています。

　以上で労働委員会事務局所管の歳入歳出決算の概

 要説明を終わります。

 　御審査のほどよろしくお願いいたします。

○大浜一郎委員長　労働委員会事務局参事監兼事務

 局長の説明は終わりました。

　これより質疑を行いますが、本日の質疑について

は決算事案の審査等に関する基本的事項に従って行

 うことといたしますので、十分御留意願います。

　総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際に

その旨を発言するものとし、明１月12日、本委員会

の質疑終了後に改めてその理由の説明を求めること

 といたします。

　また、総括質疑の提起があった際、委員長が総括

質疑を提起した委員に、誰にどのような項目を聞き

たいのか確認をしますので、簡潔に説明するようお

 願いをいたします。

　なお委員長の質疑の持ち時間については、決算特

 別委員会に準じて譲渡しないことといたします。

　質疑及び答弁に当たっては、その都度挙手により

委員長の許可を得てから行い、重複することがない

 よう簡潔にお願いをいたします。

　また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ述べた上で、該当するペー

ジを表示し、質疑を行うよう御協力をお願いを申し

 上げます。

　それでは、これより直ちに労働委員会事務局関係

 決算事項に対する質疑を行います。

   金城勉委員。

○金城勉委員  １点だけ、労働委員会というのはど

 ういう仕事をなさっていますか。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長　労働

委員会は、公平・公正な立場で労使間紛争の迅速か

つ円満な解決への手助けを行う、労使関係の安定を

 図る専門的な行政機関となっております。

 　以上です。

○金城勉委員  具体的にそういう令和４年度で何か

 仕事のケースはありますか。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長　細か

い話しはちょっと守秘義務の関係でお話しできませ

んけれども、最近の傾向としてはパワハラ関係の案

 件が増えているという状況にあります。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　以上で、労働委員会事務局関係

 決算事項に対する質疑を終結いたします。

 　説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

 　休憩いたします。

 　　　（休憩中に、説明員の入替え）

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

　次に、商工労働部長から商工労働部関係決算事項

 の概要説明を求めます。

 　松永享商工労働部長。

○松永享商工労働部長　委員の皆様、おはようござ

 います。

　それでは、商工労働部所管の令和４年度一般会計

及び特別会計の歳入歳出決算の概要につきまして、

 御説明いたします。

　まず初めに、令和４年度における商工労働部の取

 組につきまして御説明いたします。

　令和４年度の本県経済は、新型コロナウイルス感

染症の長期化や物価高騰等の影響により、幅広い産

 業において多大な影響を受けておりました。

　このため、商工労働部では、事業の継続と雇用の

維持に必要な対策を切れ目なく講じてまいりました。 

　主な事業としましては、県単融資事業による事業

者の資金繰り支援や、雇用調整助成金の上乗せ助成、

うちなーんちゅ応援プロジェクトによる事業者支援、

原油価格・物価高対策緊急支援事業による事業者支

援、中小企業原油価格・物価高騰対応支援事業によ

るＢＣＰ策定に関連した設備投資等費用に係る助成

 などを行ってきたところです。

　また、コロナ禍からの経済活動の回復をより確か

なものとするため、産業ＤＸの推進等による生産性

の向上や、域内自給率の向上に資する取組等を推進

するとともに、クリーンエネルギー導入拡大とエネ

ルギーの地産地消に取り組んできたというところが、

令和４年度における商工労働部の主な取組となりま

 す。

　それでは、お手元の資料、歳入歳出決算の概要に

つきまして、タブレットに掲載されております令和

４年度歳入歳出決算説明資料により、御説明いたし

 ます。
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　資料の１ページを御覧いただきたいと思います。

こちらは、一般会計及び５つの特別会計の歳入決算

状況の総括表となっております。詳細につきまして

 は、３ページ以降で御説明いたします。

　２ページを御覧いただきたいと思います。こちら

は、一般会計及び５つの特別会計の歳出決算状況の

総括表となっております。こちらも詳細につきまし

 ては３ページ以降で御説明いたします。

 　それでは３ページを御覧ください。

　一般会計の歳入決算につきましては、まず、（Ａ）

欄の予算現額合計が909億6273万7000円、（Ｂ）欄の

調定額が893億8982万3530円、（Ｃ）欄の収入済額が

892億3775万3169円、（Ｄ）欄の不納欠損額が1273万

3326円、（Ｅ）欄の収入未済額が１億3933万7035円で、

調定額に対する収入済額の割合は99.8％となってお

 ります。

　４ページの目ごとの明細につきましては、説明を

 割愛させていただきます。

 　５ページを御覧いただきたいと思います。

　一般会計の歳出決算につきまして、（Ａ）欄の予算

現額合計が988億4633万1000円、（Ｂ）欄の支出済額

が903億9714万9342円、（Ｃ）欄の翌年度繰越額が54億

1585万6628円、（Ａ－Ｂ－Ｃ）欄の不用額が30億3332万

 5030円で、執行率は91.5％となっております。

　翌年度への繰越しにつきましては、主に原油価格

・物価高騰等の影響を受ける事業者等への支援金を

支給する原油・物価高対策緊急支援事業を繰り越し

 ております。

　次に、不用額の主なものにつきまして、項別に御

 説明いたします。

　（項）労政費の不用額１億523万8084円の主なもの

は、職員費（労働費）におきまして、人事異動によ

り給与及び共済費の実績が所要見込額を下回ったこ

 とによる執行残となっております。

　（項）職業訓練費の不用額１億4496万6649円の主

なものは、離職者等再就職訓練事業の訓練コース閉

講や、受講者定員割れ、中途退校者等による訓練実

 施経費の執行残となっております。

　（項）商業費の不用額３億1298万8572円の主なも

のは、国際航空物流機能強化推進事業におきまして、

複数の台風襲来及び鳥インフルエンザ発生の影響で

県産品の輸出貨物が減少したことによる委託料の執

 行残となっております。

　（項）工鉱業費の不用額24億7013万1725円の主な

ものは、うちなーんちゅ応援プロジェクトの協力金

に係る報償費におきまして、協力金の支給実績が所

要見込額を下回ったことによる執行残となっており

 ます。

　以上で、一般会計歳入歳出決算の概要について、

 御説明を終わります。

　次に、特別会計の歳入歳出決算の概要について、

 御説明いたします。

 　７ページを御覧いただきたいと思います。

　小規模企業者等設備導入資金特別会計につきまし

 て、御説明いたします。

　歳入決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が8048万 5000円、（Ｂ）欄の調定額が35億9998万

3428円、（Ｃ）欄の収入済額が10億7725万1366円、（Ｄ）

欄の不納欠損額が２億6407万4403円、（Ｅ）欄の収入

未済額が22億5865万7659円で、調定額に対する収入

 済額の割合は29.9％となっております。

　不納欠損額は、高度化資金及び設備近代化資金に

おきまして、時効の援用により不納欠損金として整

 理したものとなっております。

　また、収入未済額は、貸付先企業・組合等の業績

不振や倒産などにより、設備近代化資金及び高度化

資金の貸付金償還が延滞していることによるものと

 なっております。

 　８ページを御覧いただきたいと思います。

　歳出決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が8048万5000円、（Ｂ）欄の支出済額が7262万9162円、

（Ａ－Ｂ－Ｃ）欄の不用額が785万5838円となってお

 り、執行率は90.2％となっております。

　不用額につきましては、裁判所へ申立て手続に時

間を要したことによる委託料の執行残となっており

 ます。

 　９ページを御覧ください。

　中小企業振興資金特別会計につきまして、御説明

 いたします。

　歳入決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が４億13万5000円、（Ｂ）欄の調定額及び（Ｃ）欄の

 収入済額が７億7572万2631円となっております。

 　10ページをお願いします。

　歳出決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が４億13万5000円、（Ｂ）欄の支出済額が１億9620万

4700円、（Ａ－Ｂ－Ｃ）欄の不用額が２億393万300円

 で、執行率は49.0％となっております。

　不用額につきましては、機械類貸与資金貸付金の

 執行残となっております。

 　11ページを御覧いただきたいと思います。

　中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

 計につきまして、御説明いたします。
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　歳入決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が４億1538万1000円、（Ｂ）欄の調定額及び（Ｃ）欄

 の収入済額が29億1633万901円となっております。

 　12ページをお願いします。

　歳出決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が４億1538万1000円、（Ｂ）欄の支出済額が４億460万

8431円、（Ａ－Ｂ－Ｃ）欄の不用額が1077万2569円で、

 執行率は97.4％となっております。

　不用額は、県債の借換えを行ったことによる、利

 子の執行残となっております。

 　13ページを御覧ください。

　国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計につ

 きまして、御説明いたします。

　歳入決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が５億1387万4000円、（Ｂ）欄の調定額が９億6594万

598円、（Ｃ）欄の収入済額が９億1542万6256円、（Ｄ）

欄の不納欠損額が41万320円、（Ｅ）欄の収入未済額

が5010万4022円で、調定額に対する収入済額の割合

 は94.8％となっております。

　不納欠損額は、過去に入居していた企業の建物使

用料につきまして、消滅時効の完成により不納欠損

 金として整理したものとなっております。

　また収入未済額は、主に経営不振により撤退した

企業の光熱水費等の滞納によるものとなっておりま

 す。

 　14ページをお願いします。

　歳出決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が５億1387万4000円、（Ｂ）欄の支出済額が４億8959万

6028円、（Ａ－Ｂ－Ｃ）欄の不用額が2427万7972円で、

 執行率は95.3％となっております。

　不用額は、主に修繕料の執行残となっております。 

 　15ページを御覧いただきたいと思います。

　産業振興基金特別会計につきまして、御説明いた

 します。

　歳入決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が１億1927万1000円、（Ｂ）欄の調定額及び（Ｃ）欄

 の収入済額が１億2828万3192円となっております。

 　16ページをお願いします。

　歳出決算につきましては、（Ａ）欄の予算現額合計

が１億1927万1000円、（Ｂ）欄の支出済額が5472万

6757円、（Ａ－Ｂ－Ｃ）欄の不用額が6454万4243円で、

 執行率は45.9％となっております。

　不用額は、主に産業振興基金事業費におきまして、

補助事業の事業実績減等による執行残となっており

 ます。

　以上で、商工労働部所管の令和４年度一般会計及

び特別会計の歳入歳出決算の概要について、説明を

 終わります。

 　御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○大浜一郎委員長　商工労働部長の説明は終わりま

 した。

　これより質疑を行いますが、質疑、答弁に際して

は、挙手により委員長の許可を得てから行い、重複

することがないよう、簡潔に要点をまとめ、要領よ

く行い、円滑な委員会運営が図られるよう御協力を

 お願いをいたします。

　また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思って

おりますので、委員及び執行部の皆さんの御協力を

 お願いを申し上げます。

　それでは、これより直ちに商工労働部関係決算事

 項に対する質疑を行います。

 　新垣新委員。

○新垣新委員　それでは質疑を行います。 

　まず１ページなんですけれど、この不納欠損額と

収入未済額、商工労働部の合計なんですけど、令和

 ３年との対比はどうなっていますか、伺います。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　令和４年度歳入決算における商工労働部の不納欠

損額が、一般会計と特別会計合わせて２億7721万

8049円となっており、令和３年度が810万872円とな

りますので、それと比較しますと、２億6911万7170円

 の増となっております。

 　以上です。

○新垣新委員　改めて、この要因をお聞かせくださ

 い。

○金城睦也産業政策課長　まず、この内容なんです

が、会計別で見ますと、一般会計の賃貸工場施設使

用料におきまして1273万3326円、また、小規模企業

者等設備導入資金特別会計で、貸付金元利収入及び

雑入において２億6407万4403円、国際物流拠点産業

集積地域那覇地区特別会計で、建物使用料において

 41万320円となっております。

　不納欠損の増の主な理由としましては、一番大き

いものとして、小規模企業者等設備導入資金特別会

計におきまして、時効援用による不納欠損処理を行っ

 たことによるものでございます。

 　以上です。

○新垣新委員　分かりました。 

　５ページの款が商工費、項が工鉱業費、目が鉄砲

・火薬・ガス取締費なんですけど、これが執行率
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 79.3％の要因をお聞かせください。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　この目の鉄砲・火薬・ガス取締費につきましては、

高圧ガスとか火薬、電気等の関係法令に基づく許認

可業務や、産業保安体制の確立等に要する経費を計

 上しております。

　これらの経費の主な内容としましては、電気工事

士免状の交付審査業務や、高圧ガスに関する啓発事

業の委託料、また各種実地検査、関係会議出席のた

めの旅費、高圧事業に係る台帳システム及び各種検

査用の車両のリースのための使用料となっておりま

 す。

　今回、本事業の執行率79.3％の主な要因は旅費の

不用でありまして、その理由としましては、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、出張を伴う会議

 等が減少したことによるものでございます。

 　以上です。

○新垣新委員　すみません、改めて伺いますけど、

このガスの委託料、そして火薬の委託料、鉄砲の委

託料、これはどこに委託しているのかお聞かせ願い

 たい。

○金城睦也産業政策課長　委託先ですが、まず、高

圧ガスにつきましては、沖縄高圧ガス保安協会のほ

うに委託しております。電気につきましては、電気

工事業工業組合のほうに委託しているところでござ

 います。

 　以上です。

○新垣新委員　この火薬に関してですけど、どうい

 う形で委託しているんですか、伺います。

○金城睦也産業政策課長　火薬に関しましては、委

託事業というのはありません。許認可業務に係るも

 のとなっております。

 　以上です。

○新垣新委員　じゃ、この火薬はどこに置いている

 んですか。

○金城睦也産業政策課長　火薬の保管場所について

は、火薬を取り扱う事業者によって、場所はそれぞ

 れとなっております。

 　以上です。

○新垣新委員　理解いたしました。 

　次、目の資源エネルギー対策費。今回54.5％とい

う執行率になって、翌年度繰越額が約５億1400万円

になっているんですね。なぜ使い切れなかったのか、

 お伺いします。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　この目の資源エネルギー対策費につきましては、

６つの事業で構成されておりまして、その中には令

和４年度の２月補正予算で計上しました特別高圧受

電契約事業者支援事業、約４億8000万円が含まれて

おります。同事業につきましては、制度の周知に時

間を要することや、支援の対象期間が令和５年１月

から３月の使用分のため、実績の確定が４月以降に

なることを踏まえて、この４億8000万円につきまし

ては全額繰越ししましたことから、目全体の執行率

 が54.5％となったところであります。

　なお、同事業を除いた執行率は89.2％となってお

 ります。

 　以上です。

○新垣新委員　最後にお聞きしますけど、この５ペー

ジの項の工鉱業費の不用額が24億7000万円。沖縄プ

ロジェクトで、新型コロナの影響等で企業の方々に

融資金を出してきていると私は理解していますけど、

その実績等はどうなっていますか、伺います。何件

応募してきたとか、何件出したかとか、そういうざっ

 くりしたものでいいので。

○小渡悟中小企業支援課長　先ほど不用額20億円余

りのお話をしていたものについては、うちなーんちゅ

 応援プロジェクトの執行残になります。

　うちなーんちゅ応援プロジェクトについては、年

をまたいで実施してきたこともあって、令和２年度

から令和４年度に、10期にわたって事業を実施して

きました。申請は11万3000件ございました。そのう

ち10万6000件について、1592億円を実施してきたと

 ころです。

　令和４年度については10期の残りを支給してきた

ところなんですが、そこは不足が生じないように確

保していたんですが、見込みより実績が低かったと

いうことで、20億円の報償費としての不用というふ

 うになっております。

 　以上です。

○新垣新委員　今まで10期にわたって企業が借りて

きたと。そこで伺いますけど、やはりこの景気状況

がなかなか上向きにならないと。徐々に上向きになっ

てきているんですけど、返済という問題がこれから

かかってくるんですね。これ以上会社を倒産させちゃ

いけないですから、そこをどううまく考えていくか、

行政も考えていくべきだと思うんですね。その辺の

対処の仕方はどういうふうに、軟らかく、優しく、

 企業を育てていくのか、お聞かせ願いたい。

○小渡悟中小企業支援課長　今、うちなーんちゅ応

援プロジェクトというのは、新型コロナウイルスの

感染拡大の防止を図るために、沖縄県が休業の要請
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を行って、そこに協力していただく飲食店等に協力

金として支給していたもので、今、委員がおっしゃ

るものについては、コロナの融資のお話、この事業

 とは別なもの。

　おっしゃるように、新型コロナウイルスで、我々

としてもコロナ関連融資として５つやってきたんで

すけれど、令和２年度から令和５年度９月末までで

コロナ関連融資としては約１万6000件の人が借りて

いらっしゃいます。金額としては大体2573億円。そ

のうち、今年から返済が本格化するというゼロゼロ

融資については、９月末時点で約１万1400件、約

1835億円の融資をしていて、令和５年度には80％ぐ

らいの人が融資の返済を迎えていて、そのピークが

今年度ということで、いろいろ対策を取ってきてい

 るところでございます。

　金融機関等と去年の11月に意見交換した際には、

利用者の約８割については正常に返還されるであろ

うという見込みを立ててはいるんですけど、残りの

２割についても、県単融資の中の借換え資金の対応

であるとか、条件変更の対応であるとかという取組

 を行っているとのことです。

　ただ、県としては、まだ返済が始まったばかりで、

正常に返済している状況だというふうに認識してい

ます。今後、返済負担が継続することで、財務状況

の悪化とか事業継続への影響というのも懸念してお

りますので、県としての融資の支援に加えて、事業

者の状況に応じて、例えば収益力の改善のフェーズ

の事業者には、よろず支援拠点と連携した支援を行

うとか、中小企業活性化協議会と連携して事業再生

の支援を行うとかという、事業者のフェーズごとに

事業継続に向けた支援に取り組んでいるところです。 

 　以上です。

○新垣新委員　ありがとうございます。 

　ぜひ頑張ってください。期待しています。本当に

まだ困っている方が多いと思うので、ぜひまた借り

られる人は出してあげるという柔軟な形で沖縄の経

済を支えていただきますようお願いを申し上げます。 

　続きまして目の企業立地対策費の執行率95.3％。

非常に高い数字を上げていて、評価いたしますけど、

令和４年度誘致した企業というのはどういう企業な

 のか伺いたいと思います。

○高宮城邦子企業立地推進課長　お答えいたします。 

　令和４年度の立地については、製造でいうと、Ｅ

Ｖカーを製作する企業ですとか、ＩＴにつきまして

は、県内のＤＸを加速していただけるような企業さ

 んに立地をしていただいているところです。

 　以上です。

○新垣新委員　ありがとうございます。 

　もうこれから、ＤＸ、ＥＶとか、カーボンニュー

トラルとか、いろんな形で時代が移っていくと思う

んです。今回95.3％というのは評価いたしますけど、

今後この予算、やはり多くつけていくべきじゃない

かと。令和４年度の反省点も受けて、令和６年度に

向かって、県としてはどういうふうに考えているか、

部長、ちょっと言える範囲でお聞かせ願いたいんで

 すけど、お願いします。

○高宮城邦子企業立地推進課長　令和６年度の予算

につきましては、関係部局と鋭意調整中ということ

 でございます。

 　以上でございます。

○新垣新委員　続きまして特別会計に移ります。 

　ページ数８ページ。小規模企業者等設備導入資金

特別会計の商工費の執行率が69.8％となっています。

 その説明をお聞かせ願いたいと思います。

○小渡悟中小企業支援課長　お答えいたします。 

　小規模企業者等設備導入資金の特別会計における

款の商工費になりますが、設備の資金貸付事業と、

高度化資金貸付事業というふうな事業を行っており

まして、そこに関する未収金回収に係るサービサー

への委託など、債権管理に要する経費のほか、設備

貸与事業における貸付けというものは、国と協調し

た融資になっておりますので、事業者から貸付金を

回収した際に、国への償還金及び一般会計の繰出金

 が主なものとなっております。

　執行状況についてですが、同特別会計の商工費の

令和４年度の決算額については1406万1307円となっ

ていて、執行率は69.8％となっています。執行率が

69.8％となった主な理由としましては、未収債権に

係る強制徴収手続において、裁判所への申立てに必

要な債務者の相続人等の現況調査に時間を要したこ

とで、年度内に裁判所への申立てが行えなかったこ

とにより、委託料に不用が生じたものとなっており

 ます。

　同特別会計の未収金については、相続関係が複雑

化しており、現況把握に時間を要する案件が多い状

況となっておりますが、引き続き現況調査の把握に

努めて、今後、債権管理マニュアル等に基づき適正

な債権管理を行い、未収金の圧縮に努めていきたい

 と考えております。

○新垣新委員　未収金の金額、小規模企業者等設備

導入の特別会計ももちろん、他の特別会計も合わせ

て、一体全体どのくらいあるんですか、伺いたいと
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 思います。

○金城睦也産業政策課長　商工労働部における特別

会計は５つありまして、これら５つの収入未済額の

 合計が23億876万1681円となっております。

 　以上です。

○新垣新委員　部長、ちょっと言える範囲でお願い

したいんですけど、やっぱり取るものは取らないと

 いけない、回収はしないといけない。

　そういった法的な手続等を県の職員がなさってい

ると思うんですけど、どういった努力をしているの

か。もちろん、裁判の手続とか、いろいろあると思

うんですけど、言える範囲でお聞かせ願いたいと思

 います。

○小渡悟中小企業支援課長　未収金のその多くは、

小規模企業者設備導入資金の特別会計による22億

6000万円というものになっておりまして、この未収

金については14者に貸付けを行っている事業であり

まして、高度化資金貸付といって、事業者が商店街

を集団化したりとか、工場を集団化したりとか、そ

の設備設置に必要な資金を貸し付けておりまして、

ただ、この今、貸し付けている先が、高齢化である

とか、相続人が発生したりであるとかということで、

現況調査をするのがちょっと難しい状況がございま

 す。

　ただ、我々としては、やっぱり債権管理の中でしっ

かりと回収していかないといけないということもご

ざいまして、サービサーとの連携でありますとか、

返済に理解がいただけない場合には強制手続なども

 含めて今、取組を行っているところです。

 　以上です。

○新垣新委員　了解いたしました。 

　ぜひ、この問題において頑張っていただきたいと

 思います。

　続いて最後になりますけど、商工労働部において

令和４年度に不適切な事務処理はありましたか。も

 しあるんだったら、件数とか金額等もあれば。

　昨日も実は決算特別委員会の中で、令和４年度は

言えないという監査の方からの発言もあって、何の

ために今回、イレギュラーでやっているのというこ

ともあって、もう各部局全部聞きたいなと思って、

言える範囲で、ぜひ件数と金額があれば、お聞かせ

 願いたいと思います。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　商工労働部における内部統制におきまして、その

中で重大な不備というのはございません。ただ、や

はり財務関係で、支出負担行為の遅れとか、そういっ

たものはやはり依然として残っているという状況が

 ございます。

○新垣新委員　最後に、ほっとしました。頑張って

 ください。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　新垣新委員の質疑は終わりまし

 た。

 　西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員　では、よろしくお願いします。 

　まず商工労働部のＣ経費、Ｄ経費の予算額と決算

 額をお願いします。

○金城睦也産業政策課長　商工労働部におけます令

和４年度の歳出決算で、まずＣ経費の決算額が831億

9777万3000円となっております。Ｄ１経費につきま

しては、決算額が34億8576万4000円となっておりま

 す。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　予算額も質問に入れていたんで

 すけど、予算額も分かれば。

○金城睦也産業政策課長　Ｃ経費の予算額が910億

111万1000円、Ｄ１経費が39億4197万4000円となって

 おります。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　主要施策の総事業数については

52事業あったんですけども、商工労働部全体として

 の事業数が分かれば教えてください。

○金城睦也産業政策課長　令和４年度の商工労働部

 の歳出予算の事業数は187事業となっております。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　では、主要施策に基づいて幾つ

か質問をしたいと思うんですけれども、まず、新規

事業の235ページ、産業間連携おきなわブランド戦略

推進事業というのがありますけども、この中で消費

者の調査を行ったとありますが、どのように行った

 のか、概要説明をお願いします。

○外間一樹マーケティング戦略推進課長　お答えい

 たします。

　沖縄のブランドの強みとなる部分を分析し、ター

ゲットとブランド価値を明確にした戦略を策定する

ため、沖縄来訪歴の有無に関係なく、国内、海外の

消費者に対して、沖縄に対するブランドイメージに

 関する調査を令和４年度実施しております。

　消費者調査では令和４年９月から令和５年３月に

かけて、国内及び海外の消費者に対し、ウェブによ

るアンケート調査及びインタビュー調査を実施した

 ところでございます。
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 　以上です。

○西銘啓史郎委員　この事業は令和６年度までの事

業になっていますけども、資料の中にはおきなわブ

ランド戦略の素案というのを作成したとありました

けど、最終的な年度でいう令和６年度にこのブラン

ドの戦略素案がちゃんと戦略としてまとまるという

 理解でよろしいですか。

○外間一樹マーケティング戦略推進課長　このブラ

ンド戦略そのものに関しましては、今年度中に策定、

 そして公表する予定でございます。

　そして、それをもとに、令和６年度は、おきなわ

ブランド戦略を推進する体制の構築、そして県民及

び民間事業者等へのブランドコンセプトの理解促進、

そして産業間連携、マッチング等に取り組み、今年

度策定するおきなわブランド戦略の官民への浸透を

 まず強力に図っていきたいと思っております。

○西銘啓史郎委員　この課題にも書いていますけど

も、そのブランド戦略自体が形骸化してしまわない

ように、ぜひ令和６年度以降、しっかり農林水産部、

商工労働部、文化観光スポーツ部と連携した事業と

聞いていますので、しっかり取り組んでほしいと思

 います。

　あと、237ページのデータ活用プラットフォーム構

築事業。この件については、まずオープンデータプ

ラットフォームがホームページでなかなか見つけに

くかったんですね。普通、通常の検索をすると出て

くるんですけど、この辺の見せ方のセミナーも開い

たと聞いていますけども、活用していただくための

 方法論はどのように考えていますか。

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　ホーム

ページにつきましては、県のホームページから、昨

 日アクセスできるように改善しております。

　それから、この事業では、データ利活用に関する

普及啓発セミナー、それから事例発表会と併せて、

ウェブサイト、マスコミ、それから各種メディアに

 よる情報発信を行っております。

　令和４年度の実績につきましては、セミナー、ワー

クショップを計２回開催し、参加者は延べ137名とい

うふうになっております。このセミナーの内容につ

きましては、このオープンデータプラットフォーム

上に動画として掲載することで、セミナーに参加で

きなかった方も含めて広く視聴できるようにしてお

 ります。

○西銘啓史郎委員　こういったのもぜひ、活用され

てなんぼのものだと思いますので、ぜひ県民または

企業の方々がそういったデータを活用できるように、

またいろんなデータの更新も含めて、しっかりお願

 いしたいと思います。

　続いて247ページ。予算額的には多くはないんです

が、執行率が32.1％というところで、この奨学金返

還支援事業の目的と、手法についてちょっとお伺い

 をします。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　本事業は、県内中小企業の奨学金返還支援制度の

導入支援を通して、人材の確保及び定着を図ること

を目的としております。この目的を達成するため、

奨学金返還支援制度の導入によって発生する企業の

費用負担の一部を補助して、制度の導入を促進して

 いるところであります。

　これまでに30社の企業が支援制度を導入し、補助

金を活用しております。企業のほうからは、人材の

確保や離職率改善に効果があったとの声もあり、人

材の確保や定着に効果があるものと考えております。 

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　当初予算は600万円ですけども、

この経費の一部を負担すると、負担率については何

 パーセントなのか、定率なのか教えてください。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　本事業では、従業員の年間返済額の２分の１のう

ち、年間９万円を上限に、企業が負担する費用の２分

 の１を補助しております。

　例えば、従業員の年間返済額が20万円の場合は、

その２分の１になります10万円が補助対象となりま

して、企業がこの従業員に対して10万円を支援すれ

ば、県のほうから５万円を補助するという形になり

 ます。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　決算額を見ると192万円ぐらいで

すけども、人数が82名ということは１人当たり２万

3000円ぐらいになると思うんですけど、当初予算の

見積りというか算出は、単価幾らぐらいで何名とい

うふうにされたのか、もし分かれば教えてください。 

○金城睦也産業政策課長　この事業は令和４年度か

ら新規でスタートしたんですが、令和４年度につき

ましては10社、50名への支援を目標としまして、１人

当たり12万円の補助金申請額を想定しまして、50名

 掛ける12万円で600万円ということになります。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　続いて251ページ、外国人技能実

 習生の件についてお伺いします。

　当初予算7800万円に対して決算額が450万円という

ことで、執行率40.2％なんですけれども、ここに646名
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分の当初予算で組んでいましたけども、この対象企

業と技能の職種についてまずお伺いしたいと思いま

 す。

○前原秀規労働政策課長　お答えいたします。 

　まず対象企業ですが、例えば県内で鉄筋工とか型

枠工とかをベトナムなどから技能実習生として受け

入れられている県内企業さんがいらっしゃいますが、

 そういった企業が対象となってきます。

○西銘啓史郎委員　先日、産経新聞に出ていました

けれども、移民と日本人というところの中に、厚労

省のデータによると、令和４年の外国人労働者は全

国で182万人と、10年連続過去最多を更新ということ

 が書かれてました。

　それから、2024年度以降に、その制度の目的が変

更になるというところで、最も大きいのは人材育成

による国際貢献から、人材確保と人材育成に目的を

変更することとか、あとは２号の方々は家族の帯同

が認められるというふうになると思うんですけど、

この沖縄県において外国人実務研修者というのは、

今何名ぐらいということで県は把握されていますか。 

○上原美也子雇用政策課長　お答えします。 

　令和４年10月末現在の数字になりますけれども、

県内の外国人労働者は１万1729人おります。そのう

ち、技能実習生につきましては2319人となっており

 ます。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　この事業も、令和４年度単年度

で緊急支援事業となっていますけども、恐らく企業

によっては労働力の不足から、そういうニーズとい

うのは大きいと思うんですよね。前もちょっと話し

しましたけど、特定技能ではなくて、語学の研修と

かで来ている方々がコンビニなんかで働いていると

思うんですけど、これはちょっと対象が違うとはい

え、やはり沖縄県のみならず、全国的に労働者の不

足というのは非常に大きな問題になってくると思い

ます。この新聞によってもやっぱり、もう移民と何

が違うんだというぐらいまで産経新聞は書いていま

すけども、私の見方は、やはり必要な人材を確保す

るために、各企業は苦労しているので、ぜひその辺

については、県としてもしっかりフォローをしてい

 ただければと思います。

　続いてページ264ページ、バイオ関連産業の件につ

 いてお伺いをします。

○座喜味肇ものづくり振興課長　本事業ですけれど

も、本県における健康医療等のバイオ関連分野の産

業化を促進するため、県内バイオ関連企業に対し、

製品化や事業化に向けた製品及び技術開発等へ支援

 をする事業となっております。

○西銘啓史郎委員　採択された８件の事業の概要を

 ちょっと教えてもらっていいですか。

○座喜味肇ものづくり振興課長　本事業は健康医療

分野ということで、令和４年度は、まずその中で先

端医療分野を３事業、先端医療分野以外の事業とし

 て５事業を支援しております。

　まず、先端医療分野につきましては、再生医療の

ための細胞製造に関する技術開発ですとか、ＩｏＴ

化した細胞培養機器の開発、医療への応用が期待さ

れる物質を大量に取り出す技術開発といった３事業。

また、その他の分野ということで、殺菌剤などの活

用が見込まれるウイルスの大量生産技術の開発です

とか、魚類のワクチン開発、シークヮーサーに含ま

れる成分の機能性の実証試験、ＤＨＡ等を多く含む

藻類の大量培養技術の開発、最後にバイオ３Ｄプリ

ンターの実用化に向けた事業環境分析等ということ

 で５事業、合わせて８事業となっております。

○西銘啓史郎委員　続いて265ページのバイオ関連企

業経営支援事業なんですけども、これ、公募は何社

あったんでしょうか。17社に実施したとありますけ

 ど。

○座喜味肇ものづくり振興課長　本事業ですけれど

も、補助事業ではなくて、先ほどのような形でバイ

オ関連分野の産業化を促進するための資金調達です

とか販路開拓、そういったものの助言を行うといっ

 た形での側面的な支援に係る事業となっています。

　公募については令和４年度、まず17社から申請が

ありましたということで、その中から11社が選定さ

れております。これに加えまして、先ほどのバイオ

関連産業事業化促進事業により選定された補助事業

者の中から６社を追加して、合計17社ということに

 なっております。

○西銘啓史郎委員　この２つの事業、私、大変重要

 だというふうに考えているんですね。

　特に最初の令和６年までの３年間の事業化促進事

業ですけども、３年間という期間で十分なのかどう

 か非常に気になります。

　実は、琉大のそばにある、ロートの再生医療の現

場も私も前、見に行きましたけれども、やはり民間

があれだけのものを建てて事業化するために一生懸

命頑張っている。そこで、県としてそういったもの

がちゃんとしっかり実現するまで、事業化できるま

できっちりやるべきじゃないかなという気はするん

ですが、結果的にこれ令和６年度で終わる事業とい
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う理解をしているんですけど、この辺は今後、バイ

オ関連産業の現状と課題について、県はどのように

 把握されているか教えてください。

○座喜味肇ものづくり振興課長　委員御指摘のとお

り、本県はバイオ関連企業の集積が進んできている

んですが、研究開発から事業化までには長い時間を

要するということ、これに加えて資金面の課題があ

るということから、事業化につなげるための支援が

必要ということで、事業化促進事業に合わせて資金

調達等の経営支援事業も両輪で実施をしているとい

 うところです。

　今後も検証等も加えながら、引き続き両輪で実施

するような形で、バイオ関連企業の事業化を促進さ

せて、付加価値の高いものづくり産業の創出を図っ

 てまいりたいと考えております。

 　以上になります。

○西銘啓史郎委員　今、新規の話をしましたが、継

続事業で１点だけ確認したいのが、272ページの県単

融資事業ですけれども、この効果と課題にいろいろ

書いていますが、課題のところで制度改正を行う必

要があるということで、これ令和３年度の主要施策

と全く文言も一緒なんですが、どういった制度改正

を行う必要があるという考えなのか教えてください。 

○小渡悟中小企業支援課長　県単融資事業において

は、県内中小企業の資金繰り支援を行うことで、経

営の安定化と成長に資することを目的に実施してい

るものではありますが、ただ、その県単融資を制度

設計するに当たって、事業者のニーズに沿った制度

設計をすることが重要であろうというふうにも考え

 ております。

　県単融資では、通常の運用に加え、コロナ禍のよ

うに社会情勢、経済状況が著しく変動した場合など

には、事業者の資金ニーズというのも大きく変動す

ることから、事業者の状況に応じて制度改正を行う

ことが肝要であり、継続的に運用改善を行う必要が

あるものと考えているところです。昨今の制度改正

の例としましては、ゼロゼロ融資の返済が本格化し、

返済負担を抱える事業者への対応として、既存債務

の借換えを可能とする、いわゆる借換等対応資金を

創設するとともに、当該資金利用に係る信用保証料

をゼロにするなど、事業者の返済負担を軽減し、事

 業継続を支援する取組を行っているところです。

　県としましては、今後とも事業者の状況に応じた

制度設計による資金繰り支援に努め、事業者の経営

の安定、成長につなげてまいりたいと考えておりま

 す。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　細かい質問は以上なんですけど

も、大きい話からすると、先ほど説明ありました一

般会計で予算が988億円、執行が903億円、繰越額54億

円、不用額が30億円とありました。不用額の率で見

ると、予算に対しては３％ぐらいになると思うんで

すけども、先ほど聞きました187の総事業、主要施策

で52事業、そのうち新規が14事業ありましたけれど

も、ぜひ商工労働部としては、いろんな形で県の経

済を支える重要な部署だと私は思いますので、予算

の活用――不用額30億円についてはいろんな理由が

あったとは思うんですけれども、可能な限り不用額

をなくす努力もしていただきたいということと、そ

れから、先ほどの県単融資が一番の大きい予算額に

なりますが、県民、県内の企業に対しても、ぜひ、

いろんな形での融資を行い、企業を育てると。もち

ろん、企業自ら努力をしていく必要もありますけど

も、県としてできる支援はしっかり行っていただき

たいということを最後に申し添えて終わりたいと思

 います。

 　以上です。ありがとうございました。

○大浜一郎委員長　西銘啓史郎委員の質疑は終わり

 ました。

 　中川京貴委員。

○中川京貴委員　それでは質疑を行います。 

　私の質疑は、令和４年度主要施策の成果に関する

報告書から質疑を行いたいと思います。まず最初に、

年度途中で補正予算を組んで、その後、減額補正を

 した事業数、規模、その理由について伺います。

○小渡悟中小企業支援課長　商工労働部の事業にお

いては、令和４年度中に、同一科目内で増額補正を

行った後に、減額補正を行った事業というのは該当

 がございません。

　ただ一方で、同じ事業の中において、これは県単

融資になるんですが、令和４年11月議会で、貸付金

の増額補正を行い、その規模というものは16億3740万

 1000円となっております。

　また、令和５年２月議会で、コロナ関連融資の一

つであります中小企業セーフティネット資金に係る

信用保証料補塡補助金の減額補正を行っており、そ

 の規模は2571万1000円となっております。

 　以上です。

○中川京貴委員　その補正をしたにもかかわらず、

 予算執行できなかった主な要因は何ですか。

○小渡悟中小企業支援課長　まず、県単融資事業の

中で、11月議会で行った増額補正は貸付金になるん
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 ですが、こちらは100％執行しております。

　ただ令和５年２月議会で減額補正したものについ

ては、コロナの関連融資のセーフティネット資金の

保証料を補塡する事業であって、それは令和３年度

に事業執行した後、４年度は基金に積み立てていた

ものを繰り入れて執行するという状況でございまし

た。その中で、セーフティネット資金のコロナ関連

融資に係る保証料補助になるんですけど、その活用

をしていた事業者が、ゼロゼロ融資に借換えを行っ

たことで、セーフティネット資金から、要は保証料

が減少したものですから、その分を減額補正したも

 のとなっています。

 　以上です。

○中川京貴委員　次の質問は247ページなんですが、

西銘委員から質疑がありましたので、これは割愛し

 たいと思います。

　次、252ページ。稼ぐ県産品支援事業について、事

業の成果がはっきり見えてこないが、どのような効

 果測定を行ったのか伺いたいと思います。

○外間一樹マーケティング戦略推進課長　お答えい

 たします。

　稼ぐ県産品支援事業は、県内事業者の利益向上に

つながる適切なマーケティングに基づく商品開発や

販路拡大を総合的に支援し、もって県民所得の向上

 を図ることを目的とした事業でございます。

　事業の効果測定でございますが、令和４年度から

少し装いを新たにいたしまして、県産品のブランド

形成、もしくは高付加価値化に向けて、高付加価値

商品等を取り扱う県外の生活提案型商業施設、セレ

クトショップなどと言われたりするんですけれども、

そこら辺におけるプロモーションなどを行っており

まして、数値的な効果測定ではないんですが、その

機会を設け、そこにおける飾り方であったり、ディ

スプレイの仕方であったり、商品等のデザイン等を

専門家とやることによって、例えば県産コーヒーが

県外の高級家具店の定番になるような効果がありま

した。そのような形での定性的なといいますか、そ

 ういった効果は現れております。

　もう一つございまして、県外における沖縄フェア

開催、あと、東京ビッグサイト等で行われる県外商

談会の参加等に取り組む県内事業者を公募しまして、

25件の補助金支援やセミナー等のマーケティング支

援を行った結果、この件に関しましてそのときの売

上げ目標などを聞き取りして、その結果等を報告し

てもらいまして、約１億3800万円の売上げ等の実績

がこの事業によってもたらされました。補助事業の

決算額に対しまして、約5.1倍の費用対効果が行われ

るものと思っております。引き続きこの事業で県産

品の高付加価値化や販路拡大に取り組んでまいりた

 いと思っております。

○中川京貴委員　今答弁を聞いて、すばらしい事業

であり、すばらしい効果が出ているので、引き続き

これをアピールして、そういったチャンスを、第

２弾、第３弾につながるようにしていただくよう要

 望申し上げます。

　次、261ページのものづくり生産性向上支援事業に

ついて、事業の成果である生産性向上の指標がはっ

きり見えてこないが、どのような効果測定を行った

 のか伺います。

○座喜味肇ものづくり振興課長　本事業ですけれど

も、県内製造事業者の生産性向上に資する生産技術

開発等を補助によって支援するものとなっておりま

す。あわせて、県内製造業へ技術開発等の成果の普

 及を図るものとなっております。

　事業の成果に関しましては、主要施策成果報告書

の効果の欄にも書いていますけれども、補助事業の

開発プロジェクトごとに、作業者の負担軽減、作業

効率の向上、あるいは生産数増加といった生産性向

上に資するそれぞれの個別の指標を設定していると

 ころです。

　具体的な効果測定の例としまして、鋼管杭の製造

に係る開発プロジェクトの中ではこれまで自動溶接

機への杭、パイルの取付けを手作業で行っていた工

程があります。この事業によって、油圧の自動取付

け装置を開発したことで、その工程にかかる作業時

間が42秒から２秒に短縮したということで、作業効

率が95％向上したということで、労働者の負荷も低

減をしております。当初の目標を42秒から10秒に下

げるというような目標に対して、開発によって２秒

に短縮したというような目標設定を達成したという

 状況であります。

　もう一つ紹介しますと、金属盤のさびや塗装等の

汚れを除去する工程の一部を手作業で行っている事

業者がいました。本事業によって、その作業をリモー

ト操作が可能なシステムを構築しています。あわせ

て、汚れの除去、砂の吹きつけによって汚れを除去

しているんですけれども、その砂を回収する必要が

あるので、回収装置を開発したということで、その

工程の作業時間が１日当たり延べ５時間短縮すると

いうことで、これは当初の目標で向上率16％を設け

ていますけれども、作業効率が22％向上したという

ことで、それぞれプロジェクトごとに効果測定を、
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指標を設定して評価しているという内容になってお

 ります。

 　以上です。

○中川京貴委員　今の答弁を聞いても、その事業を

つくって、その成果が出ているので、やはりこれを

もっとアピールして、またいろんな方々にチャンス

ができるような仕組みをつくっていただきたいと思

 いますが、いかがでしょうか。

○座喜味肇ものづくり振興課長　本事業に関しまし

ては、プロジェクトごとに工業技術センターも共同

 研究という形で参加しています。

　工業技術センターにおきましては、毎年度、事業

成果報告会というものを開催していまして、今回も

１月17日に工業技術センターで開催するので、そう

いった場ですとか、あとはマスコミへの露出も含め

 て情報発信等をしていきたいと考えております。

 　以上です。

○中川京貴委員　283ページ、若年者総合雇用支援事

業について、キャリアセンターとハローワークとの

内訳はどのようになっているのか。また、連携が図

 られているのか伺います。

○上原美也子雇用政策課長　お答えします。 

　沖縄県キャリアセンターにおいては、若年者の失

業率の改善を図るために、職業観の育成から就職指

導まで、総合的に支援を行っております。例えば個

別相談ですとか、あと就職セミナーを開催しており

 ます。

　一方、国が設置するハローワークでございますけ

れども、そこは求職者に対して求人情報の提供や紹

 介状を発行する職業紹介等を実施しています。

　県の総合就労支援拠点のグッジョブセンター沖縄

は様々なニーズに応じた窓口を設置しておりますけ

れども、その施設において、キャリアセンターの窓

口、あと、ハローワークの窓口も設置しており、求

職者の状況に応じて、支援の引継ぎを行う連携体制

が取られております。具体的には、若年求職者がキャ

リアセンターにおいて、社会人としての心構えです

とか、ビジネスマナー等を身につけ、就職を希望す

る業界ですとか、職種をある程度絞った上で、同じ

フロアにあるハローワークにつなげて、企業の求人

とのマッチングを行う流れというものが、ワンフロ

 アでスムーズにできる体制が整っております。

 　以上です。

○中川京貴委員　キャリアセンターとハローワーク

との連携は取れているということでよろしいですか。 

○上原美也子雇用政策課長　連携は取れております。 

○中川京貴委員　289ページ、原油・物価高対策緊急

支援事業について、年度内執行率が著しく低いが、

支援に影響がないのか。繰越しの執行状況について

 も伺いたいと思います。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　本事業は、令和４年度から令和５年度まで、３期

にわたって、コロナ禍において原油価格、物価高騰

等の影響を受けた事業者の事業継続を支援してきた

ところでありまして、令和４年度につきましては、

同年４月から６月までを対象期間とする第１期の一

部を執行しまして、残りの予算につきましては令和

 ５年度に全額繰越ししたところであります。

　この執行率が低かった主な要因ですが、当該対象

期間が、コロナ禍からの回復基調にあったため、売

上げや営業利益が増加した事業者が多かったこと、

また、補助対象経費の積算に時間を要することを理

由に、企業活動を優先する事業者が多かったという

 ことがあります。

　なお、令和５年度に繰越ししました48億7370万

6000円につきましては、商工会等関係団体からの意

見やニーズを踏まえ、支給要件の見直し、また支援

金の増額、書類の簡素化を図りまして、現在、第３期

の申請書類の審査を行って、支給業務に取り組んで

いるところでありまして、最終的には95％前後の執

 行を見込んでおります。

 　以上です。

○中川京貴委員　やはりこの事業は緊急対策で予算

化をした事業でありますので、これが48億円も繰り

越すということは、その選定というのが厳しかった

 んですか、検査が。

○金城睦也産業政策課長　先ほども御説明しました

とおり、令和４年度につきましては第１期として、

令和４年４月から６月までの３か月間を対象として

おります。その期間に申請受付をしたところですが、

ただ、この対象期間はコロナ禍からの回復基調とい

う時期にあったことと、あとはこの支援金をもらう

よりも企業活動を優先している事業者が多かったと

いうところで、申請件数が伸び悩んだというところ

 があります。

○中川京貴委員　じゃ、審査が難しいのではなくて、

申請が少なかったということで理解していいですか。 

○金城睦也産業政策課長　第１期につきましては、

事業者、また関係団体のほうから対象経費の積算に

時間を要するという声もありまして、全ての事業者

が申請できる期間を確保するため、申請受付期間を

当初の令和５年１月13日までとしていたものを２月
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28日まで、期間を２回延長したという経緯もござい

 ます。

○中川京貴委員　今、答弁では３か月間で受付をし

たけども、申請者が少なかった。その結果、48億円

繰り越したという答弁だったと思うんですけどね。

この３か月間で申請者が少なかったのは審査が難し

かったからかということを聞いたら、そうじゃなく

て、申請応募が少なかったという答弁だったと思う

 んですよね。その確認したいんですよ。

○金城睦也産業政策課長　繰り返しになりますけど、

第１期の審査に当たりましては、この対象経費の積

算というのが複雑ということで、それに時間を要し

たというのもございます。あと、支給要件の見直し

というのもございましたので、その辺の背景という

 のもございます。

○中川京貴委員　部長、せっかく、こういった緊急

対策で予算化した事業でありますので、やっぱり３か

月に絞ったというのでも、少しどうだったのかなと。

半年とか余裕を持ってやれば、もっと申請者が多かっ

たんじゃないかなと思いますし、あの時期ですから、

皆さん大変苦労したと思いますので、ぜひこの執行

率を上げるように、原油・物価高騰対策支援事業に

ついては、もう速やかに執行できる体制をつくって

 いただきたいと思います。

 　以上です。

○松永享商工労働部長　先ほど課長のほうからも答

弁させていただきましたけれども、第１弾、第２弾

というところが、あまり執行率がよくなかったとい

 う中で繰り越したという状況がございます。

　そこで、第３弾に当たりましては、その要件を緩

和したということと、あと支給額を増やしたという

ことで、先ほど答弁申し上げましたように95％の執

行が見込まれているというところですので、できる

だけその事業者の支援にかなうように、我々として

も全額執行を目指して、引き続き取り組んでまいり

 たいというふうに考えております。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　上里善清委員。 

○上里善清委員　よろしくお願いします。 

　まず、決算の歳出状況から少し質問したいと思う

 んですがね。

　先ほど、中川委員も聞いていたので、54億円が翌

年度繰越しで、これは事業支援のものが48億円とい

うことで主ですよね。この48億円というのは、この

 ６年度で即使い切るのか、この辺どんなですか。

○金城睦也産業政策課長　この54億円の主なものと

して、先ほど中川委員に答弁しました原油・物価高

対策緊急支援事業の中で48億7370万6000円が繰越し

となっております。この繰越しの執行につきまして

は、先ほども答弁しましたとおり、現在、第３期の

申請書類の審査を行って支給業務に取り組んでいる

ところでありますので、最終的には95％前後の執行

 となる見込みとなっております。

 　以上です。

○上里善清委員　ぜひ、完全執行するようにお願い

 します。

　あと不用額なんですけどね、私たちはちょっと分

からないんですが、役所の予算というのは、完全執

行するのが多分基本だと思うんですよ。30億円も不

用にするというのは、ちょっと理解できないんです

よね。企業振興と、沖縄の企業を育てるという意味

で、そういった不用額も多々あると思うんですよね。

せっかく予算を組んだのに、予算を執行しないとい

うのは、ちょっと私は理解できないんですけどね。

この辺、完全執行できるように、この考え方をちょっ

 と教えてくれますか。

○松永享商工労働部長　お答えいたします。 

　今回の決算審査に関しては、令和４年度会計の決

算審査ということになります。この令和４年度の不

用額約30億円が出ておりますけれども、それの約７割

に相当するものは、飲食店への時短要請に係る協力

金の不用ということになってございます。ですので、

この不用の要因としましては、どうしても協力金の

不足が生じないようにということで、十分な予算計

上をしたということで、不用が出ているという状況

 になってございます。

　他の不用に関しましても、部内で事業の見直しを

するとか、あるいは補正、流用をして、必要な事業

への振替をするというようなことをやってございま

して、事業の選択、あるいは集中ということを図り

ながら、事業の執行に取り組んできているというと

 ころでございます。

　ただ、委員の御指摘がありますように、やはり不

用額というのが出てございますので、そこは効果的

に使うという意味でも、これまでもやってきており

ますが、やはり今後もその進捗管理をしっかり行い

ながら、適正かつ早期の執行というところに努めて

 いきたいというふうに考えております。

 　以上です。

○上里善清委員　不用が出ないようにしていただき

 たいなと思います。要望しておきたいと思います。

　あと、主要施策の中から質問したいんですが、
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237ページから245ページ近辺は多分、ＤＸの推進に

係る事業だと思うんですよ。執行率もみんないいん

ですけどね。沖縄の企業はこのＤＸを推進しないと

競争に勝てないと私は思っておるんですが、この事

業を実際に活用している企業は全企業の何％ぐらい

 かちょっと教えてくれますか。大まかでいいです。

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　例えば、

沖縄ＤＸ促進支援事業になりますけど、令和４年度

の実績につきましては、企業からのＤＸに関する相

談件数が70件、それから、計画策定支援が15件、そ

れから上限額1000万円の導入補助が10件となってお

 ります。

　委員がおっしゃいました、何パーセントかという

のは今、資料を持ち合わせておりませんので言えま

せんが、予算の範囲内で可能な限り多くの企業に活

用していただけるように、今取り組んでいるところ

 です。

○上里善清委員　皆さんＤＸって盛んに言っている

んだけれど、今聞いた限りで余りにも応募する企業

が少な過ぎるんじゃないですかね。これＰＲ不足じゃ

ないでしょうかね。どんなですか、このＰＲの仕方。 

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　今おっ

しゃいましたＤＸ促進支援事業のほかに、ＤＸ人材

養成事業を行っております。それからデータ活用プ

 ラットフォーム構築事業なども行っております。

　ＤＸ人材養成事業におきましては、令和４年度の

実績でありますけど、29回の講座を実施しまして、

約190名の方に受講していただきました。それから、

データ活用プラットフォーム構築事業では、データ

の取扱いに関する相談が10件、それからデータ利活

用の実証支援５件というふうになっておりまして、

沖縄ＤＸ促進支援事業、それから養成事業、それか

らプラットフォーム構築事業、様々な事業を通して、

 企業ＤＸの促進に取り組んでいるところです。

 　以上です。

○上里善清委員　私は、この全体的に見て、ＤＸと

言っている割には、企業があまり関心を示していな

いのか、それを取り入れる資金がないからこんなの

を受ける必要がないとか思っているかもしれないで

すしね。あまりにもちょっと、取組が弱いんじゃな

いかと私は見ておりますので、やっぱりＤＸ進めな

いともう競争に勝てないですよということをもっと

ＰＲすべきだと私は思っておりますので、そのよう

に事業を全体に進めていただきたいなというふうに

 思います。

　西銘委員からもあったんだけれども、247ページの

奨学金返済支援事業ですけれど、単純にこの事業の

金額がちょっと丸が少な過ぎるんじゃないかと。当

初予算額で600万円ですよね。対象者はかなりの数行

くと思うんですよね。この予算の立て方はちょっと

 どうかなと思いますが、どう思いますか。

○金城睦也産業政策課長　この奨学金返還支援事業

につきましては、令和４年度から新規事業としてス

 タートしたところであります。

　この執行額が伸び悩んだ主な理由としましては、

本事業が年度途中の６月から募集開始したことに加

えまして、そもそもこの奨学金返還支援制度を導入

している企業が少なかったということによるもので

はないかと考えております。また、新たに奨学金返

還支援制度を導入した企業においては、制度導入に

時間を要したため、補助期間が短くなり、結果的に

補助申請額が少額にとどまる傾向がありました。さ

らに、従業員の返済額が想定よりも少なくて、当初

補助額１人当たり12万円を想定していましたが、結

果として１人当たり平均２万3000円の補助金申請と

なったことから、執行額が低くなったというところ

 でございます。

 　以上です。

○上里善清委員　これもさっきと同じような話にな

るんですよ。周知徹底されてないんじゃないかとい

う感じがするんですよね。企業数何十社って、応募

した企業数をさっき何社か言ってましたよね。実績

 の企業数。

○金城睦也産業政策課長　令和４年度の実績としま

 しては、16社、82名に支援をしております。

○上里善清委員　沖縄の企業、何万ってありますよ

ね。１万何百社くらいあったはずだけどね。これも

やっぱり、周知が足りないと思うんですよ。せっか

くいい事業ですので、各企業にこういった事業もあ

りますと、もっと促進するべき事業だと思います。

あとこの丸が少な過ぎる。600万円ではできないです

よ。みんなこれ分かればやるはずですよ。その辺の

周知徹底もやっていただきたいと希望しまして、終

 わります。

　あと、252ページの稼ぐ県産品支援事業ですが、こ

 れは、県外が主な事業なんでしょうかね。

○外間一樹マーケティング戦略推進課長　お答えい

 たします。

　稼ぐ県産品支援事業は、県内事業者の利益向上に

つながる適切な県外でのマーケティングに基づく商

品開発や、県外における販路拡大を総合的に支援し、

県民所得の向上を図ることを目的とした事業でござ
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 います。

○上里善清委員　今、円安ですよね。これ以外に、

 海外という事業ありますか。

○島袋秀樹アジア経済戦略課長　お答えします。 

　基本的に海外への輸出の支援というのはアジア経

済戦略課のほうで担当しております。この主要施策

のほうにも掲載させていただいておりますけれども、

256ページでございます。事業名、沖縄国際物流ハブ

活用推進事業の中の実績の部分で、256ページの中段

より下の部分ですけど、県内事業者が海外で行う販

売促進に係る取組に対する支援でありますとか、海

外の市場をターゲットにした商品の改良に取り組む

 支援ということはこの事業で実施しております。

○上里善清委員　分かりました。 

　むしろ円安ですので、海外のほうにチャンスがあ

るんじゃないかと私は見ておりますので、力を入れ

 ていただきたいと思います。

　それとあと、261ページのものづくり生産性向上支

援事業ですが、うるま市のそういった仕事に携わっ

ている人からお話を聞いたんですが、県の支援事業

は２年ぐらいでみんな打ち切られて、長い目でもう

ちょっとやってくれないかという要請があるわけで

すよ。この前いつかはウチナーの柱になり得る産業

の視察に行って感じたんですよ、ＥＶの会社を視察

したんですよね。ああいったところをもっと支援し

て、それも２年じゃなくて、長い目で、短くても５年

ぐらいは支援してもらいたいという意見もあります。

 この辺どんなでしょうか。

○座喜味肇ものづくり振興課長　お答えします。 

　基本的に企業の支援を考えたときに、この支援事

業の目的に沿っているかという視点で事業を打ち出

していきます。例えば、本事業でいきますと、先ほ

ど御説明したとおり、生産性向上に資する技術開発

を支援しようというような形で取り組んでおり、補

助という形で企業に補助金を供与しながら、併せて

側面支援という形でコーディネーターを配置しなが

ら、開発プロジェクトの技術管理とか、助言とかそ

ういったところで伴走支援をしているというところ

 にあります。

　個別の課題に対しての解決を、５年も10年もかけ

てとかというところの政策目的にならない支援の在

り方もあります。この事業に関しては、支援機関の

考え方として、そういった形で最長は２年というこ

とで支援をしております。２年に関しても、先ほど

も説明したとおりに目標を設定して、１年目にまず

技術開発に至る企画設計をしてくださいと。２年目

になったときに、ある程度施策ができたら、実証を

してみましょうというような形で、逆の意味を捉え

ると一定程度スピード感も持ちながら一つのプロジ

ェクトを達成していきましょうというような形で事

 業を実施しております。

　もう一点、先ほどのＥＶの事例がありましたけれ

ども、ＥＶの事例に関しましては、おおむね平成23年

度から、ＥＶ開発を一つの技術要素として人材育成

ですとか、新たな産業として創出をするためにとい

うところで――視察も行かれたと思うんですけれど

も、素形材産業施設ということで、同時期に施設整

備をしております。そういった施設のもとで、例え

ば機械の提供ですとか、そういった形の支援は継続

的にできるような仕組みも設けております。技術支

援に関していうと、その技術支援をするための人も

必要ですので、そういったところは、工業技術セン

ターの職員も、先ほどの生産性向上支援事業に関し

ても、共同研究という形で設けているところですの

で、支援後も工業技術センターのほうで継続支援可

 能な体制も取っております。

　そういったことで、適切な支援体制で、本事業に

関しては構築しながら実施をしているのかなという

 ところで考えております。

 　以上です。

○上里善清委員　最後に、沖縄の産業の骨づくりと

いいますか、今、観光がリーディング産業であるん

だけど、それに次ぐような何か産業をつくらないと

いけないわけですよね。今、育ちつつあるものをしっ

かり支えて、大きな産業に育てていってほしいとい

う一つの願望を持っておりますが、部長、最後にそ

 の辺、考えがあれば、ちょっとお願いします。

○松永享商工労働部長　お答えします。 

　まず、これまでを振り返ったときに令和２年度か

ら続いております、新型コロナウイルス感染症の長

期化があったということと、あとさらには令和４年

度からは原材料価格の高騰でありますとか、あるい

は物価高騰でありますとか電気料金の高騰などとい

うことで、商工労働部としては思うような展開がで

 きなかった年がずっと続いてまいりました。

　その中におきまして、令和４年度、令和５年度と

なりまして、コロナ禍からの社会経済活動の回復と

して成長につなげていくものを確かなものにしたい

ということで、重点項目として、まずは産業ＤＸを

加速化していくという中で、県内企業の稼ぐ力を高

めていこうということをやってきたというのと、あ

とクリーンエネルギーを導入拡大していくというこ
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とにも力を入れて取り組んできたというところでご

 ざいます。

　やはり、県内企業の成長に資する取組というのが

これから問われてまいりますので、我々としては、

委員指摘の新たな産業も含めて、既存の製造業も全

て含めて、やはりその県内企業全ての成長に資する

取組を力を入れていくという中で、労働生産性の向

上でありますとか、あるいは稼ぐ力の向上というと

ころにつきまして、力を入れて強力に、この後推進

 していきたいというふうに考えております。

 　以上です。

○上里善清委員　ありがとうございます。 

○大浜一郎委員長　上里善清委員の質疑は終わりま

 した。

 　休憩いたします。

 　　　午前11時57分休憩

 　　　午後１時20分再開

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

 　午前に引き続き、質疑を行います。

 　次呂久成崇委員。

○次呂久成崇委員　主要施策のほうの247ページで

 す。

　西銘委員、そして上里委員のほうからもありまし

たので、ちょっと重複しないように、確認だけした

いと思いますが、この奨学金返還支援事業なんです

けども、実際に導入している企業は県内で少ないこ

とが課題となっているというふうにあるんですが、

まず周知方法はどうだったのかということと、あと

財源負担に関して国庫補助も入っているのか、財源

 の内訳等を聞きたいと思います。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　事業の周知につきましては、多くの企業に本制度

を導入いただくよう、県が行う企業向けセミナーや

各種広報媒体を活用しまして、県内経済団体の協力

を得ながら事業周知に取り組んでいるところであり

ます。また、県が実施します合同就職説明会及び企

業団体への個別訪問により、事業の説明を行ってお

 り、制度の導入を促しているところであります。

　財源につきましては、全て一般財源となっており

 ます。

 　以上です。

○次呂久成崇委員　これは国からの補助とかもある

 んですか。県単ですか。

○金城睦也産業政策課長　県の単独事業になってお

 ります。

○次呂久成崇委員　実績は16社、そして82名という

ことだったんですけど、この事業実施の目標数とい

 うのはどういう設定があったんでしょうか。

○金城睦也産業政策課長　令和４年度は10社、50名

 を支援の目標として掲げておりました。

 　以上です。

○次呂久成崇委員　10社、50名で、実際、この令和

４年度というのは16社で82名ということなんですけ

ども、この差というのはどのように捉えていますか。

10社、50人でこの予算ですよね。600万円ですけど、

実際に執行率とか、先ほどからずっとみんな質疑し

ているんですけども、実際には16社で82名というこ

とに対して、県としては、この事業の効果も含めて、

課題というのはどのように捉えているのかなという

 のをちょっとお聞きしたいと思います。

○金城睦也産業政策課長　令和４年度につきまして

は、説明しましたとおり16社、82名の支援を行った

ところであります。例えば１社で30名の支援を行っ

たところでありますが、ただ、申請を行ったのが年

度末の１月で、その支援の期間が２月、３月になっ

たものですから、それで執行率が低かったというと

 ころになります。

　あとは、やはりこの事業の執行に当たっては、委

員がおっしゃるように周知がやっぱり我々も課題と

考えております。この制度の認知度を高める必要が

あると考えておりまして、周知につきましては、先

ほど説明した説明会の開催等もございますし、さら

に、これまでの企業向けの事業周知に加えまして、

本制度を広く浸透させる観点から、大学とか専門学

校、専門高校等と連携して、学生や求職者へ制度を

ＰＲすることで、制度導入企業における効果的な人

 材獲得につなげていく予定としております。

 　以上です。

○次呂久成崇委員　この事業の実施期間というのが

令和７年度までということになっていますので、今

年度は恐らく４月からきちんとできているのかなと

思うんですけども、やっぱり今各業界で人手不足と

いうことがとても大きな課題となっていますので、

ぜひその活用も含めて、また丁寧にこの事業者のほ

うにも周知徹底を図りながら、しっかりと事業を行っ

 ていただきたいなというふうに思います。

　次に289ページの原油・物価高対策緊急支援事業に

 ついてちょっとお聞きしたいと思います。

　これもほかの委員からもあったんですけれども、

こちらで私ちょっと確認したいのは、この申請要件

の見直しとか手続を簡素化したということだったん

ですけども、この緩和した内容について、具体的に
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 お聞きしたいなと思います。

○金城睦也産業政策課長　同支援金では、令和４年

４月から６月までを対象期間とします第１期及び同

年７月から12月までを対象とします第２期におきま

しては、事業者に対して一律の支援金を支給する一

律支援型に加えて、影響に応じて支援金を支給する

影響額審査型を設けて支給してきたところでありま

 す。

　ただ、やはり、事業者団体等のいろいろ意見を聞

いた中で、この支給要件等を見直しして、実際の影

響に応じた支給をするという観点から、原価率とい

うものを用いて、支給要件を見直したというところ

 にあります。

 　以上です。

○次呂久成崇委員　地元のほうから、多分、ほかの

議員もそうなんだと思うんですけども、この事業の

例えば継続とか周知方法とかというのを、もっと早

く知りたかったというような声も寄せられているも

のですから、こちらのほうもしっかり事業のほうを

 実施していただきたいなというふうに思います。

 　次にいきます。

　次の290ページになりますけれど、この障害者等就

業サポート事業についてなんですけれども、こちら

のほうで、真ん中のほうに、県内の障害者就業・生

活支援センターに、障害者雇用開拓・定着支援アド

バイザーを配置するということなんですが、実際に

各センター１人で６人配置したとあるんですけども、

具体的にどこのセンターかということを教えていた

 だきたいと思います。

○上原美也子雇用政策課長　お答えします。 

　県内６か所で北部、中部、宮古、八重山に各１か

所、あと南部に２か所、支援員を配置をしておりま

 して、合計６名配置をしております。

○次呂久成崇委員　それぞれ圏域ごとに配置してい

るようなんですけれども、事業所等訪問延べ数1329件

というのは全体の数ですよね。今おっしゃったこの

センターごと、圏域ごとではどういった実績になっ

ているのか、ちょっと教えていただきたいと思いま

す。あわせて、その効果というのもお聞きしたいと

 思います。

○上原美也子雇用政策課長　お答えします。 

　この事業所等訪問なんですけれども、内容が新規

雇用の開拓ですとか、実際そこの事業者さんに就職

している方たちの定着支援、特別支援学校や障害者

職業センターなどの関係する機関への訪問も含めた

数なんですけれども、北部が192件、中部が270件、

南部の１つ目が149件、２か所目が267件、宮古が

 137件、八重山が314件となっております。

　事業効果としましては、それぞれの支援員、アド

バイザーが企業を訪問しまして、雇用先となる企業

の開拓や、障害者雇用をされている企業、あと就業

中の障害者双方への相談対応を行うことで、障害者

雇用の促進、あと働く障害者の職場定着が図られて

 いると考えております。

○次呂久成崇委員　これは実際にその雇用につな

がったという事例というのは実績としてありますか。 

○上原美也子雇用政策課長　令和４年度の実績にな

りますけれども、センターで39件となっております。 

○次呂久成崇委員　執行率が約８割ということでは

あるんですけども、実際にそういうふうに39件もつ

ながっているわけですから、やれば効果はあるとい

うふうに思います。ですので、それぞれセンターに

アドバイザーを配置されているようなんですけども、

実際に訪問件数等についても、ばらつきというのは

あるかと思うので、もっとそのアドバイザーを増員

したほうがいいということであれば、しっかりまた

配置をして、そうすればこの執行率も上がっていく

し、また実績も出てくるかなと思いますので、ぜひ

そういう意味ではしっかりまた取り組んでいただき

 たいなと思います。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　次呂久成崇委員の質疑は終わり

 ました。

 　玉城武光委員。

○玉城武光委員　240ページのＩＣＴビジネス高度化

支援事業。それぞれの事業ステージに応じた支援と

いうのがあるという説明で、補助、ハンズオン支援

 というのはどういう内容ですか。

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　当事業で

は、県内ＩＴ事業者の高度化を図るため、高付加価

値なＩＴビジネス、それからデジタル技術の開発、

実証等に要する経費に対して、補助を行っておりま

 す。

　それから、補助と併せてハンズオン支援を行って

おります。具体的には、顧客ニーズの収集や分析手

法、ＡＩやセンシングなどの技術に関する活用方法、

製品サービスの事業化に向けたターゲット価格の設

定、首都圏等への営業や販路開拓のノウハウを持た

ない企業に対するパートナー企業の紹介、マッチン

グなどについて、各専門家等による助言を行ってお

 ります。

 　以上になります。
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○玉城武光委員　ここに効果として、技術開発力の

強化や、高付加価値型ビジネスへの転換を促進した

 とありますが、何社ぐらいそういう転換をしたか。

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　令和４年

度の実績につきましては、全体で22件の補助を行っ

ております。企業の中には、県内だけではなく県外

にＩＴソリューションの導入を行っている企業もご

 ざいます。

 　以上です。

○玉城武光委員　次、246ページの沖縄型総合就業支

援拠点形成事業なんですが、ここの事業内容として、

４万5306人の利用者があって、2612人の就職につな

がったということがあるんですが、これ延べ利用者

が４万5000人ですよね。就職につながったのが2612人

という説明なんですが、これ数字的にちょっとおか

 しいんじゃないでしょうか。

○上原美也子雇用政策課長　このグッジョブセン

ター沖縄は県の総合就業支援拠点施設でありまして、

一般の求職者をはじめ、若年者ですとか女性、就職

困難者、あと事業主など、様々なニーズに応じた相

談窓口を設置しております。そのほかにも、那覇市

の福祉機関、あとは県の子ども生活福祉部の福祉機

関など、生活困窮者の窓口も含めた相談窓口を設置

しておりますので、４万5306人の利用の数につきま

しては、それぞれの窓口の利用者になります。そこ

から2612人の就職につながったということになって

 おります。

○玉城武光委員　これ、2612人の就職につながった

と。46.9％と。この就職に関する相談というのが、

この数字からすれば4000ちょっと、5000人ぐらいは

就職関係でしたということに、数字的にはそう言え

る。そのほかは生活相談とか、いろいろワンストッ

 プ事業とか、そういうふうに考えていいですか。

○上原美也子雇用政策課長　利用者の数が延べ人数

でありますので、１人につき例えば複数回の相談が

あった場合にはその数も含まれるということになり

 ます。

○玉城武光委員　これで理解できました。 

 　次、273ページ。

　商工会の支援体制強化というんですが、商工会の

中に、要するに高齢者の就職支援とかありますよね。

シルバー人材センターの支援もここに入っているん

 ですか。

○小渡悟中小企業支援課長　委員がおっしゃってお

ります商工会・商工会議所の支援体制の強化という

ふうな事業の中には、シルバー人材センターの支援

 については入っておりません。

○上原美也子雇用政策課長　お答えします。 

　292ページに、高齢者雇用対策事業がございまして、

その中で県のシルバー人材センター連合への補助を

 行っております。

○玉城武光委員　このシルバー人材センターに対す

 る補助というのは、人件費の補助なのか。

○上原美也子雇用政策課長　お答えします。 

 　人件費も含めた運営費補助となっております。

○玉城武光委員　じゃ、戻ります。276ページ。 

　離職者等再就職訓練事業なんですが、説明には

83コース、受講者が1106名、修了者が981名となって

 いますが、修了者の就職率はどうなっていますか。

○前原秀規労働政策課長　お答えいたします。 

　この離職者等再就職訓練事業は国から県のほうに

委託を行って、県が受けている事業となっています。

国のほうで実施要領が定められておりまして、この

委託訓練期間終了後、３か月後の就職率を調べるこ

とになっております。訓練終了から３か月までの間

に、この訓練修了者981名のうち、833名が就職して

 おりますので、就職率は84.9％となっております。

 　以上となります。

○玉城武光委員　かなりの就職率ですね、84％。頑

 張っておりますね。受講料は免除ですか。

○前原秀規労働政策課長　お答えいたします。 

　訓練の受講料は、県のほうから民間の専修学校や

委託訓練を行うところへ委託をしておりますので、

訓練生本人の負担はございません。ただし、テキス

ト代、検定試験といったものは訓練生本人の負担と

 なっております。

 　以上となります。

○玉城武光委員　頑張ってください。 

　次、278ページ、パーソナル・サポート事業ですが、

これは長期未就労とか、コミュニケーションが難し

いなど困難を抱える人たちに対する相談が個別とい

う形なんですが、就労につながったのは何名ぐらい

 いますか。

○上原美也子雇用政策課長　お答えします。 

　この事業、先ほどおっしゃったように、長期に仕

事に就けてない方たちとか、コミュニケーションが

難しい、就職にいろいろな阻害要因があって、本人

の力だけではなかなか就職することが難しい求職者

を支援するものなんですけれども、これにつきまし

ては、延べ相談件数が２万395件ありまして、その中

で就労につながった人数というのが554名となってお

 ります。
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○玉城武光委員　就職率が46.7％。半分は達成した

ということなんですが、これ、いろいろ課題がある

と思うんですが、課題としてはどんなものがありま

 すか。

○上原美也子雇用政策課長　この窓口にいらっしゃ

る相談者の方たちはいろいろな要因がありまして、

最近、またコロナ禍の中でもいろいろ、精神的に不

安定になる方も多くいらっしゃって、年々、相談に

かかる件数も多くなっているということもございま

すので、そういった相談者の増加と、それにつなげ

るための就労先の開拓というのも課題になっている

かなと思っております。また北部、宮古、八重山に

おいても、そういう企業実習ですとか出張セミナー

とかのニーズもありますので、そういった対応も引

き続き関係機関と連携を強化しながら支援をする必

 要があると考えております。

○玉城武光委員　いろいろ問題を抱えている人たち

が増えているという話ですが、ぜひ相談に乗って、

 就職につなげるように頑張っていただきたい。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　玉城武光委員の質疑は終わりま

 した。

 　大城憲幸委員。

○大城憲幸委員　お疲れさまです。 

　思ったよりも早く進んでるようですので、少しじっ

 くりさせてください。

　主要施策の242ページ、まずはスタートアップから

ですけれどもね。私の印象ではなかなか、この事業

も始めて10年超えますけれども、思うように進まな

かったんだけれども、この数年で一気に進んだ感が

 あります。

　そういう意味では、これまで、なぜ、なかなかこ

のスタートアップ企業という部分が育ってこなかっ

たのか、何でここに来て動き出したのか、今後どの

ような見通しなのか、まずその辺について簡単に説

 明願います。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　これまでの取組ですが、スタートアップに関連し

て様々な取組を展開してきたところであります。例

えば県内大学、高等専門学校等におきましては、ア

ントレプレナー養成講座を行いました。また、平成

26年度から個別企業支援プログラムを実施しまして、

これまで参加者39名のうち、12名が起業をしており

ます。さらに、平成26年度からの実績で、これまで

研究開発のベンチャー企業41社に対して事業開発に

係る補助及び伴走支援を行って、20社が事業化につ

ながって、その後、ベンチャーキャピタルから資金

調達をする企業も現れております。最近の動きとし

ましては、令和４年12月に、企業、金融機関、大学、

行政等の関係機関が参画する沖縄スタートアップエ

コシステムコンソーシアムを立ち上げたところであ

ります。そういったところで今、どんどんこのスター

トアップに向けての動きを加速化しているというと

 ころがございます。

 　以上です。

○大城憲幸委員　言いたいのはＯＩＳＴとの関係な

 んですけれどもね。

　我々のイメージは、前にもこれ議論したんですけ

れども、ＯＩＳＴができれば、まさにこういうスター

トアップ企業なんかがどんどんできていくだろうと

いうことだったけれども、この10年なかなか思うよ

うな成果が出なかったわけですよ。３者なんていう

話は前ちらっとありましたけれどもね。ここに来て、

このスタートアップエコシステム等の議論も活発に

なってきましたけれども、やっぱり急に何か活発に

なったイメージがあるんですよ。その辺は何かきっ

かけがあったのかなと思ったんですけど、その辺再

 度どうですか。

○金城睦也産業政策課長　お答えします。 

　令和４年12月にこのコンソーシアムを立ち上げた

というところは先ほど説明したんですけど、その後

の動きとしまして、昨年11月には、沖縄スタートアッ

プエコシステムの発展戦略というのを策定したとこ

 ろであります。

　加えまして、また遡るんですけど、昨年９月には

スタートアップの総合支援拠点を那覇市内に設置し

ておりまして、スタートアップの創業相談や投資家

とのマッチング支援など、スタートアップの成長を

加速する新たな取組も始まっているという状況にご

 ざいます。

 　以上です。

○大城憲幸委員　報道で見たのかな、2028年に100億

企業を10社つくるというような目標がどこかで私見

たんですけれども、これは県の目標ですか、それと

 もどこか民間の目標ですか。確認お願いします。

○金城睦也産業政策課長　今、委員がおっしゃる目

標につきましては、コンソーシアムのほうで昨年11月

に発展戦略を策定しまして、その中に掲げた目標と

なっております。コンソーシアムの目標となってお

 ります。

○大城憲幸委員　もともと、ＯＩＳＴを中心ってさっ

き言った部分があった。ただ、コンソーシアムも含
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めて、ＯＩＳＴ、そして民間、金融機関、そして県

庁、その連携というのはしっかり取れている、これ

からも強化してしっかり目標に向かって頑張ってい

 くという認識でいいですか。

○金城睦也産業政策課長　このコンソーシアムのメ

ンバーが、企業、金融機関、大学、行政等の関係機

関から構成されておりまして、今現在、56団体で構

成されております。その中にＯＩＳＴも構成員とし

 て関わっているところであります。

○大城憲幸委員　最後に期待を申し上げているけれ

ども、もう100億企業を10社、この数年でつくるとい

うのは、非常にすばらしい目標だし、このスタート

アップというのは本当に地域の企業を変えるような

 起爆剤になるのは間違いありません。

　ただ、課題のところで、革新的技術やアイデア何

やかんやの人材が少ないとかというけど、まさにそ

ういうようなものをつくるためにＯＩＳＴなんかは、

何千億もかけてあるわけですから、私に言わせれば、

もう10年間何してたのかなと言いたいんだけれども、

ここに来て、やっと私も大きな希望になっているな

と思いますので、しっかり取り組んでいただきたい

 なと思います。

 　部長、何かありますか。

○松永享商工労働部長　お答えします。 

　今、委員の質問の趣旨としましては、どういう課

題があったのかというところだと思いますが、まず、

技術とか経営に強い人材の確保が課題であったとい

うのが大きい課題として一つ。あと、事業規模の拡

大に必要な資金をどのようにして調達していけるか

というのも課題の一つ。また、海外でありますとか、

新市場に展開するときに、その事業をどのようにし

てサポートできるかというような課題があったとい

うところで、進みにくかったということがございま

 す。

　そのような中、先ほど課長からもありましたよう

に、令和４年12月に行政、金融機関など、先ほどの

ＯＩＳＴも含めて56団体で構成される沖縄スタート

アップエコシステムコンソーシアムが立ち上がった

という大きなきっかけが一つございまして、その後

昨年９月にはワンストップ相談窓口というようなも

 のも立ち上がった。

　さらには昨年11月に、先ほども課長からありまし

た発展戦略をつくったということで、その段階を追

いながら、スタートアップの成長を支援するような、

行政だけではなくて、金融機関、あるいは各関係団

体も含めたコンソーシアムが立ち上がって、全員協

働のもとで動きがあるという中で、先ほど委員のほ

うからもありました目標も立てているというところ

ですので、そこは県のほうもその一構成員として、

しっかりと一緒になって進めていきたいというふう

 に考えているところでございます。

 　以上です。

○大城憲幸委員　ぜひ連携してよろしくお願いしま

 す。

　次は247ページ、先ほどからある奨学金返還支援事

業ですけれども、先ほど来あるとおりです。認知度

不足という部分については、皆さんの計画からいっ

たら、令和４年は10社、50名の目標に対して、16社、

82名という支援をしているわけですから、初年度と

しては私はいいのかなと思っています。想定より単

価のほうが低かったというのは議論がありましたの

 で、それでいいと思います。

　ただ、やっぱり議論を聞いて気になったのは、こ

れ非常にすばらしい仕組みだと思いますし、しっか

りこれから年々充実させていくべきだと思うんです

よ。ただ、やっぱり令和７年までという話になると、

やっぱりこういう仕組みがあるから沖縄のこの会社

に行こうとか、あるいは会社としても、今人手不足

だけれども、こういう県の支援を受けて沖縄の若い

子たちを採用しようというきっかけにもなり得るよ

うな事業なのに、あと２年しか残っていないみたい

な話になると、なかなか今後は長いスパンでの人材

育成というのができないんじゃないかなと思うんで

 すよ。

　そういう意味では今、令和５年度、令和６年度に

向かっているわけですけれども、朝の議論では、利

用している企業が30社という話もありましたけれど

も、令和４年度の実績を踏まえて令和５年度、令和

６年度の状況というのは着実に伸びてきているんで

すか。仕組みとしてはもうそのままやっていく予定

 なのか。その２点お願いします。

○金城睦也産業政策課長　昨年度は10社、50名なの

で、今年度は倍の20社、100名を目標に掲げておりま

して、12月末現在で、28社、144名で、補助申請額が

約633万円の交付申請を受け付けております。なお、

令和４年度につきましては、予算600万でしたが、令

和５年度は倍の1200万円の予算を計上しているとこ

ろであります。令和６年度につきましては、今、財

政のほうと予算の調整をしているところであります。 

 　以上です。

○大城憲幸委員　先ほど言ったように、非常にこれ

はみんなが期待する事業だから質問もありますので、
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ぜひこれ充実させてほしいし、単費で頑張ってもらっ

ているんだけれども、令和７年度までと言わず、もっ

と延ばしたほうがいいと思うし、どこかで少し足踏

みするようであれば、言うように半分の補助とか、

上限が９万とかというものも見直してもいいんじゃ

ないかなと。もっと魅力的な、本当に個人企業なん

かでも、あるいは零細企業なんかでも、これがある

んだったら、あるいは３分の２補助があるんだった

らみたいな部分になってもいいんじゃないかなと思

うんですよ。その辺の仕組みの見直しというのはやっ

ぱり、７年までやってからという発想なの。その辺、

 内部で議論ありますか、お願いします。

○金城睦也産業政策課長　要件の緩和等につきまし

ては、本事業の活用件数とか、活用企業からの意見

などを参考に、また、他県でも実施しているところ

もありますので、その辺を参考に検討していきたい

 と思います。

　また、次年度以降につきましては、今やっている

所得向上応援企業の認証企業への補助率引上げのイ

ンセンティブというのがあるんですけど、これを他

の認証制度にも対象を拡大して、制度導入企業の裾

野を広げていきたいなというふうに考えております。 

○大城憲幸委員　ぜひ、年々充実していくように、

 予算もどんどん確保できるように要望をします。

　次、お願いします。254ページの国際航空物流と、

 その次の国際物流ハブ。

　沖縄の製造業を育てながら、これを海外向けに売

り出していこうというようなことで、これも平成24年

頃から両事業を始めているんですけれども、この両

事業にこれまでどれぐらい事業費を費やしてきたか。

通告したと思うけれども、それぞれのこれまでの事

 業費をお願いできますか。

○島袋秀樹アジア経済戦略課長　お答えします。 

　まず、国際航空物流機能強化推進事業でございま

す。これは前身の事業であります全国特産品流通拠

点化推進事業を含めて、平成25年度から実施してお

ります。令和４年度までの決算額の合計で約23億

 3000万円でございます。

　もう一つの沖縄国際物流ハブ活用推進事業は平成

24年度から実施しております。令和４年度までの決

 算額の合計で約46億2000万円でございます。

 　以上です。

○大城憲幸委員　沖縄の製造業を育てるためには、

やっぱり海外に目を向けてマーケットを大きくして

というのは、そのとおりでいいと思います。このた

めにと言っていいのか、新たな課もつくって、この

事業を育ててきたわけですけれども、このコロナで

少し止まった、リセットしてしまった部分もあるん

ですけれどもね。これから計画としてはまだ続くわ

けですけれども、これの予算の使い方を見直す時期

に来ているんじゃないかなと思うんですよ。アピー

ルしたりするのはいいけれども、様々なコンテナの

確保とか、いろんなものに補助を出す、それが非常

に莫大なものですから、今もう合計すると70億円ぐ

らい入れているし、もっと言えば国も相当ハード事

業にも何十億、100億単位で入れていると思うんです

よね。その辺について、この事業の今後っていうの

 は今どう考えていますか。お願いします。

○島袋秀樹アジア経済戦略課長　お答えいたします。 

　まず、御指摘のとおり、国際物流拠点の形成に向

けてということで、県内の輸出関連事業者の海外展

開、販路開拓等への支援、これがハブ活用推進事業

 でございます。

　そして、那覇空港、那覇港の物流機能の強化、こ

れが国際航空物流機能強化推進事業。あと、海運に

関する支援の事業等もございます。ここは、これま

でも県内事業者の商流面、あとは物流面からの海外

展開の支援ということで実施してきました。その都

度、市場環境の変化でありますとか、事業者のニー

ズも踏まえた形で、総務部との調整もありますけれ

ども、その事業の内容であるとか、特にハブ事業の

支援メニューの見直しということも実施して、効果

的な事業の推進に努めているところでございます。

コロナで国際線がストップしてしまったと。令和４年

から徐々に復便しつつあると。県のほうも、国際物

流ハブの新モデルということで発表させていただき

ました。徐々に復便してきて、沖縄から運べる路線

というのも増えてきています。今後、その新モデル

 をしっかりつくっていくと。

　少し、最近の動きとして、ヤマトさんが貨物専用

機を東京と沖縄、沖縄と北九州を結ぶ路線というも

のも４月からの予定で運行するという動きもござい

 ます。

　国のほうでも、輸出に関わる事業者１万社を支援

していくという取組もありますので、そこら辺、Ｊ

ＥＴＲＯでありますとか中小機構といったような関

係機関とも連携しながら、県内事業者の海外展開の

支援というのは強力に後押ししてまいりたいと考え

 ております。

○大城憲幸委員　ちなみに確認ですけれども、アジ

アハブの成果で、令和３年から５億円増えたとある

けれども、これ、分母というか、全体でどれぐらい
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 あるの。幾らが５億円増えて幾らになったの。

○島袋秀樹アジア経済戦略課長　沖縄からの食料品

と飲料関係の輸出額の推移を少しお話しをさせてい

ただきます。平成20年が６億5000万円であったもの

が、平成22年が約14億円、平成28年が21億円、平成30年

が32億円、令和４年が43億円まで伸びてきておりま

す。令和３年が38億円でした。それが、１年間で５億

円伸びているということでございます。それは、こ

のハブ事業で、県内の事業者の活動に対して支援を

行ったということが寄与しているものと考えており

 ます。

○大城憲幸委員　これだけ本当に輸出が増えている

 ということは喜ばしいこと。

　ただ一方で、じゃ、本当に沖縄の農林水産業、畜

産業が元気になっているか、あるいは製造業が元気

になっているかというと、あんまりそう見えないわ

けさ。あるように、両方で70億のお金をかけて、国

も入れると数百億のお金をかけてアジアハブを育て

るということでやっているけれども、ちょっと私は

見直す時期に来ているんじゃないかなというふうに

思っています。今ちょっと答えは持ち合わせていな

いので、また内部で議論していただきたいというこ

 とを指摘しておきます。

　ある意味、関連しますけれども、次ですけれども

ね、261ページの、ものづくり生産性向上支援事業。

これとか、その次の、製造業県内発注促進事業。私

は、どちらかというと、こういうものをもう一回見

直ししたほうがいいんじゃないかなと思っているん

ですよ。やっぱり一括交付金も含めて、国の流れも

含めて、海外にとかというと非常にそういう事業も

取りやすいし、華やかだから、ああいうアジアハブ

みたいなものが目立つんですけれども、さっきも言っ

たように、１次産業、２次産業というのは今非常に

 厳しいっていうふうに感じています。

　特にこの製造業なんかについては、もうこれから

水も上がる、電気も上がる中で、どんどん輸送費も

上がって、原材料がどんどん上がる。そんな中で県

外、海外から、スケールメリットを生かしたような

安いものがどんどん入ってくるという中ですから、

まさに、さっきも指摘があったけれども、これはも

う２年間の支援だけですよではなくて、こういう支

援内容とか期間というのを、もう一回見直す時期に

来ていると思うんですよ。その辺について現時点で

 どんな考えを持っていますか、お願いします。

○座喜味肇ものづくり振興課長　少し、ものづくり

振興のこれまでの政策についてお話ししますけれど

も、まず、県内製造業の振興に当たって、前計画の

下では、付加価値の高い製品開発ですとか、基盤技

術の高度化といったもので、製造品出荷額は平成24年

の3707億円から、令和２年には4636億円ということ

で929億円、率にして25.1％増加をしております。こ

れは全国のこの間の増加率4.6％に対して約５倍の増

加率であるというところで、製品開発ですとか高度

化といった部分での取組の方向性は、前計画の中で

 も実績はある程度あるのかなと思っています。

　ただ、直近の話ということですので、沖縄公庫の

景況調査、最近のものを見ましたけれども、県内景

況が全体として拡大する傾向にあるという中で、製

造業の業界判断もプラスに推移をしていると。そう

いった中ですけれども、経営上の問題点として、や

はり原材料高の影響が大きいということが、厳しい

 状況として示されています。

　一昨年、我々のほうでも、ものづくり産業の課題

やニーズの確認を行うためのアンケート調査を実施

しました。その中でも、やはり原材料コストの増加

というところが、過去３年間で事業に与えた要因と

いうことで――コロナ禍による経済停滞というとこ

ろもありますけれども、やはり原材料コストの増加

というところが大きいというふうな指摘があります。 

　こういった中、製造業の持続的成長を図るという

ことに関しては、県内で生産可能なものはできる限

り県内で生産、調達をしてと。県内で需要が高い分

野は、そういった製品や安定的な供給体制を構築し

ていくということが重要であるというところで認識

 しております。

　そういった観点から製品開発力ですとか生産性向

上支援事業といったところの取組の中でコスト競争

力の強化を図りますとか、製造業県内発注促進事業

もそうですけれども、企業間連携による受発注の促

進といったところで域内循環、域内自給率を高める

という取組の支援策の強化を図っていきたいという

 ふうに考えているところです。

　今やっている事業の方向性は正しいと認識しなが

ら、お互いの事業がうまく連携していないような部

分があるので、そこをうまく有機的に連携するよう

な仕組みへの見直し、あと、先ほどの調査でいくと、

今回、生産性向上支援事業をやっていますけれども、

10名以上の事業規模の事業者の中でも、技術開発職

員を配置しているのは５割程度というようなアン

ケート調査結果があります。そういったところから

いくと、こういった生産性向上の技術的開発をする

にも、事業者内のマンパワー、知識とかノウハウも



－204－

 
                                                                                          

含めて、そういったところも育てていかないといけ

ないなというところがあって、そういう意味での人

材育成も加味した形で、入り口のものづくりの支援

策というものを少し考えていきたいなということで

今、関係機関と意見交換しながら、ちょっと対応を

 しているというところです。

 　以上です。

○大城憲幸委員　いろいろ議論したかったけど、い

つの間にか時間がなくなりましたので、部長、最後

にしますけれども、今、議論したとおりで、海外に

大きなマーケットを求めるのは上等だし、そして、

それはもうスタートアップも含めて、新たな産業も

これから生み出すという意味では、海外のルートを

 開拓するのも上等。

　ただ、言ったように、やっぱりそれはしっかりと

沖縄の第１次産業、第２次産業が元気になるという

ことが前提じゃないといけないんですよ。そういう

視点で予算を見ると、向こうの70億円、80億円に比

べて、この県産品利用の部分というのは、数千万と

 か１億ぐらいの予算しかないわけですよ。

　これはもう新年度予算の編成に向けては、もう一

回そういう議論もしてほしいなと思いますので、そ

の辺について、県内製造業、１次産業を育てるため

 に部長の決意をお願いします。

○松永享商工労働部長　お答えします。 

　まず、冒頭お話のありました国際物流ハブのとこ

ろと併せましてお話をさせていただきますと、まず、

アジア諸国に隣接するというところで、沖縄県の地

理的優位性を生かすという意味では、やはりアジア

諸国を中心とする海外の需要、特にアジアのマーケッ

トですけれども、それを取り込んでいくという中で、

域内に経済効果が波及するということで、地域経済

の好循環をつくるというところでは、やはり国際物

流拠点を形成する、あるいは沖縄のほうに臨空・臨

港型産業を集積させるということは意義があるもの

だと思っておりまして、その中で、やはり県内企業

の海外展開を促進していく、そして県産品の輸出拡

大を図っていくというところの取組は一つ重要なも

のかなと考えて、国際物流ハブに取り組んでいると

 ころでございます。

　一方で、委員の御指摘にありましたように、もの

づくり産業、製造業をどうするのかというところで

ございますが、やはりその製造業というものは、ほ

かの産業に対する経済的な波及効果というのはとて

も大きいものというふうに考えてございますので、

そこも重要な取組というふうに考えています。そこ

で、県内自給率を上げていくと、域内の経済循環を

高めていくという中で、地域経済を牽引していくと

いうことの意味では、やはり製造業というものも重

要な産業というふうに考えて、併せて取り組んでい

 く必要があるだろうなと考えてございます。

　そういう意味では、物流ハブということだけでは

なくて、県内の製造業に対しましては、付加価値の

高い製品の開発をする支援でありますとか、あるい

は生産性向上、あるいは稼ぐ力の強化に資するよう

な取組を、県としては今後も強くやっていきたいと

いうこと。あと、既存の産業、県内の製造業の技術

力でありますとか、商品開発力というのも増強しな

いといけないというふうに考えてございますので、

そこの取組の中では、製造業の高度化を図っていく

というような取組もやっていきながら、それをまた

海外のほうに展開していくというのを合わせながら、

バランスのいい取組につなげていきたいというふう

 に考えております。

 　以上です。

○大城憲幸委員　言いたいのは、予算つけてよとい

 う話。しっかり見えるように、予算で。

○大浜一郎委員長　大城憲幸委員の質疑は終わりま

 した。

 　金城勉委員。

○金城勉委員　じゃ、しんがり、簡潔に質問をさせ

 ていただきます。

　まず、240ページのＩＣＴビジネス高度化支援事業

に絡めて、この中にも書いてあるように、情報通信

産業の稼ぐ力の強化、あるいはまた高付加価値ビジ

 ネスの開発などをうたっております。

　以前、県として、このＩＴ企業の誘致にかなり力

を入れてきましたけれども、当初のイメージとして

は、県内においてそういうＩＴ関連産業というのは、

非常に低賃金で非正規雇用が多いという指摘があっ

 たんですけれども、最近はどうですか。

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　委員おっ

しゃるとおり、当初の頃は、確かにどちらかという

と労働集約型のＩＴ企業というところが多くありま

した。それで低賃金というお話がありましたが、最

近、ソフトウエア開発とかいうところへ転換してき

ておりますので、その当時に比べると、大分よくなっ

 ているというふうに認識しております。

○金城勉委員　そういう意味では、高度化支援事業

というのは、そのコンテンツの開発であるとか、そ

ういう様々なシステム開発であるとか、そういう視

点から見ると、その業界における待遇というのはアッ
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 プしているというふうに現状認識していいですか。

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　先ほどソ

フトウエアの開発というお話をしたんですけど、ソ

フトウエア開発の集積を目指したときには、受託開

発型ということで、二次請けというところがメイン

になっていました。そうするとやっぱり、賃金を上

げづらいといった課題がありましたので、一次請け

とか、要は元請ですね。そういったところに転換を

図っていければ、より高いところを目指していける

 というふうに考えております。

○金城勉委員　当初の企業誘致の分野では、コール

センターあたりが非常に多く進出があって、そこは

おっしゃるように、労働集約型で低賃金、非正規と

いうふうな環境にあったんですけれども、今はコー

ルセンターなどのそういうところは変わっています

 か、変わっていないんですか。

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　しっかり

調査したわけではないんですけど、コールセンター

でも、カスタマーセンターとか、そういった少し付

加価値の高い分野も出てきていますので、少しは変

 わっているというふうに考えております。

○金城勉委員　ここはぜひ、いろいろ調査をしてい

ただいて、現状を把握した上で対応をお願いしたい

んですけども、今政府も総理を先頭にして賃上げの

流れをつくっていこうということで、全国的なそう

 いう動きを強めているんだよね。

　以前は、沖縄は平均的な賃金が低いから、都市地

区から来ても、ここの賃金に合わせて、県外は高い

けど沖縄は低く抑えることができると、コストダウ

ンができるというふうな変なイメージがあって、そ

ういうことがうわさされていて、実際にそういう声

も聞いたんですけども、そうであってはいけないん

 だよね。

　だからそういうときには、具体的な業界の状況と

いうものを情報収集をした上で、場合によっては、

県のほうからその賃金アップの要請をすると――今

政府がやっているように、業界に対してのそういう

待遇改善の要請をするというようなことも検討して

 いいんではないかと思うんですが、いかがですか。

○白井勝也ＩＴイノベーション推進課長　しっかり

調査した上で、必要があれば検討していきたいとい

 うふうに考えております。

○金城勉委員　よろしくお願いします。 

 　次に、247ページの奨学金返還支援事業。

　これは多くの委員が取り上げているんですけれど

も、まず一つは、事業期間が令和７年度までという

ふうに表示されているんですけど、これは当然継続

 する事業として受け止めていいんですね。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　基本的にこの事業は令和４年度からスタートした

んですが、予算要求に当たっては、４年間の事業期

間というところで区切って、その後についてはこの

事業の成果、ニーズに応じて、また展開していくと

 いうことになります。

○金城勉委員　スタートさせた事業、これほど非常

に人気のあるというか、喜ばれている事業ですから、

こういうものが４年間で終わってしまうというよう

なことがあってはいけません。ぜひ、また新たなそ

ういう財政の裏づけを取って、継続をしていただき

 たいと思います。

　それで、この事業を採用するに当たっての対象企

 業というのは何か枠がありますか。

○金城睦也産業政策課長　対象企業としましては、

 県内の中小企業、全ての業種ということです。

○金城勉委員　ということは、例えば、医療業界で

あるとか、保育や介護等々の福祉分野も対象になる

 というふうに理解していいですか。

○金城睦也産業政策課長　先ほど、県内中小企業を

対象とするという答弁をさせていただいたんですけ

ど、中小企業法の中で、業種ごとに要件がございま

して、全ての業種が対象となるということではない

 ようです。

 　以上です。

○金城勉委員　ですから、今、私が具体的に申し上

げた医療業界であるとか、保育、介護等の分野はど

 うですか。

○金城睦也産業政策課長　これらの業種が対象とな

るように、今保健医療部と子ども生活福祉部と調整

 しているという状況にございます。

○金城勉委員　この分野も人手不足、人材不足の大

きな課題を抱えておりますので、ぜひそこも対象に

入れて、そこに働く人たちも意欲的に働けるような

バックアップをするためにも、ぜひ、枠を広げてい

 ただきたいと、これは要望しておきます。

　次に、270ページの県内企業の稼ぐ力ですけれども、

その育成について、その事業内容の説明をお願いし

 ます。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　本事業は県内企業の稼ぐ力を強化するため、集合

型研修により、企業の人材育成計画の策定を支援す

るとともに、人材育成計画に沿って実施される企業

研修に要する経費を補助する内容となっております。 
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　令和４年度は、企業の経営課題の解決に向けた研

修や、人材育成計画策定のための集合型研修を11回

実施しまして、延べ204人が受講したところでありま

す。また、人材育成計画の実践支援に対する補助に

つきましては、５社の企業研修を支援し、研修の参

加者は延べ237人となっております。今年度は、12月

末までに集合型研修を６回実施しておりまして、延

べ112人が参加して、研修費用の補助支援につきまし

ては８社が活用して、自社の人材育成に取り組んで

 いるところでございます。

 　以上です。

○金城勉委員　県内企業はほぼ99％が中小零細の小

規模事業所というのが実態なんですけれども、そう

いう環境の中で、沖縄県内の企業の生産性というも

のは、なかなか厳しいという指摘がされているんで

すけれども、沖縄の県内企業の生産性の低さという

 ものの要因はどのように認識していますか。

○金城睦也産業政策課長　お答えいたします。 

　県内の生産性の低い理由としまして、まず本土か

ら遠隔にある地理的不利性等により、製造業等の生

産部門の割合が低く、企業活動における原材料等の

調達を県外に頼らざるを得ないコスト構造となり、

収益確保が容易でないというところと、あと本県に

おきましては、第３次産業のウエートが高く、小売、

飲食サービスなど、労働集約型の産業構造となって

おり、生産性の向上が図りにくいというところがご

 ざいます。

 　以上です。

○金城勉委員　そういう地理的な環境ということも

あるんでしょうけれども、県民性という意味では、

どういうふうに分析していますか。そういうことは

 生産性と関連づけては考えていませんか。

○金城睦也産業政策課長　商工労働部におきまして

は、この県民性と生産性向上の関係等はちょっと分

 析等をしておりません。

○金城勉委員　私の問題意識は、沖縄県の場合、な

ぜ中小、小規模事業所が多いかというと、一定のビ

ジネスをやって経験を積むと独立する傾向が強いん

ですね。それが分散化して、小規模のものがもう幾

つも同じような業種ができてきて、お互いに食い合っ

ていく。こういうものが目につくんですよ。だから、

そういうところは私は県民性なのかなというふうに

捉えているんですけれども。だから、やっぱり生産

性を上げるためには、集約していく、機能的にビジ

ネスを展開していくということが必要なわけで、小

規模で、核分裂みたいにいろんな業種でいろんな会

社ができてくると、その分、やっぱりエネルギーが

割かれてしまうという捉え方をしているんですけれ

 ども、いかがですか。

○小渡悟中小企業支援課長　県内の中小企業におい

ては、2016年の経済センサスの中の数字になるんで

すけど、全国と比較して、１事業所当たりの従業員

数という調べがありまして、沖縄県が8.6人、全国で

は10.6人。やはり規模としても全国と比較して小さ

い状況がございます。また開業率自体も2021年の中

小企業白書の中での数字になるんですけど、沖縄県

としては7.1％、全国では4.4％。おっしゃるように、

起業するという人たちも多いものですから、我々も

基本計画の中で、全国の１事業者当たりの従業員数

の規模まで近づけていく必要があるだろうというこ

とで取組を行っていて、この生産性を上げるために

も、デジタル化もそうなんですけど、一定程度の規

模の企業を育てていくというのは重要だというふう

 に考えています。

 　以上です。

○金城勉委員　ですから、そういう意味では、やっ

ぱりこのビジネス、この業界に携わる人たちの意識

改革ということも、皆さんのほうでしかるべきとこ

ろと連携しながら啓発していく必要があるというふ

うに、これは非常に大きな要素じゃないかなという

 ふうに認識しております。

 　後は、もういいか。部長も疲れているみたい。

 　以上で終わります。

○大浜一郎委員長　それでは金城勉委員の質疑は終

 わりました。

　以上で、商工労働部関係決算事項に対する質疑を

 終結いたします。

 　説明員の皆さん大変御苦労さまでございました。

 　休憩いたします。

 　　　（休憩中に、執行部退席）

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

 　以上で本日の日程は全て終了いたしました。

　次回は明１月12日金曜日、午前10時から委員会を

 開きます。

 　委員の皆さん、大変御苦労さまでございました。

 　本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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